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１  青森県県営住宅入居者選考要綱 

  



 

青森県県営住宅入居者選考要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、青森県県営住宅条例（昭和３６年１２月青森県条例第６９号。以下「条

例」という。）及び青森県県営住宅規則（昭和３７年２月青森県規則第８号。以下「規則」

という。）に基づいて行われる県営住宅の入居者の募集、申込み及び選考等について必要な

事項を定めるものとする。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

一 一般公募 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号。以下「法」という。）第２２条の

規定による県営住宅の入居者の公募（以下「入居者の公募」という。）のうち、入居の申

込みの期限を定めて募集するものをいう。 

 二 常時公募 入居者の公募のうち、常時募集するものをいう。 

 三 優遇世帯 県営住宅の入居申込者のうち、その世帯状況から県営住宅への入居について

一定の優遇措置を講じる必要がある世帯で、別表１に掲げる世帯をいう。 

 

 （入居者の公募） 

第３条 入居者の公募は、原則として一般公募により行うものとする。 

２ 知事は、前項の規定にかかわらず、一般公募により入居者を募集し、入居申込者の数が募

集した県営住宅の戸数（以下「募集戸数」という。）に満たなかった場合等、必要があると

認めるときは入居者の募集を常時公募により行うことができる。 

 

 （一般公募の方法及び募集区分） 

第４条 一般公募は、原則として年６回行うものとする。ただし、新たに整備される県営住宅

については、その都度行うものとする。 

２ 一般公募は、原則として、団地別に同じ間取りを一つの区分とした県営住宅（以下「募集

区分」という。）について行い、募集区分ごとに募集する県営住宅の戸数を定めるものとす

る。 

３ 入居の申込みは、複数の募集区分にすることができない。 

 

 （入居申込者への指導） 

第５条 知事は、入居申込者が入居の申込みをするに当たって、県営住宅の適切な規模、設備

及び間取り等について適切な指導を行うものとする。 

  

（優遇世帯の確認） 

第６条 優遇世帯に係る該当の有無の判断は、別表２に掲げる書類により行うものとする。 

 

（一般公募における入居者の決定） 

第７条 知事は、一般公募において入居申込者の数が募集戸数を超える場合は、公開抽選によ

り入居者を決定するものとする。ただし、条例第６条第１項各号のいずれかに該当する者に

ついては、この限りでない。 



 

 

２ 知事は、公開抽選を行う場合は、優遇世帯の当選倍率を優遇世帯以外の世帯の２倍になる

ように設定するものとする。 

３ 知事は、一般公募において県営住宅への入居を決定した者（以下「入居決定者」という。）

の数が募集戸数に満たなかったことにより空き家が生じたときは、当該空き家への入居者を、

当該一般公募での他の募集区分への入居申込者で入居することができなかった者（入居を辞

退したものを除く。）の中から決定することができる。この場合においては、第１項前段及

び前項の規定を準用する。 

 

 （常時公募における入居者の決定） 

第８条 知事は、常時公募により入居者を募集する場合は、入居の申込みを受け付けした順か

ら入居者を決定するものとする。 

 

 （入居住宅の決定） 

第９条 入居決定者の入居する住宅（以下「入居住宅」という。）は、公開抽選により決定す

るものとする。 

２ 知事は、前項の規定にかかわらず、入居決定者のうち別表１に掲げる高齢者世帯又は歩行

障害者世帯については、当該世帯の希望を考慮して、優先的に入居住宅を決定することがで

きる。この場合において、高齢者世帯等の入居希望数が入居住宅の数を超えるときは、公開

抽選により入居者を決定するものとする。 

 

（公営住宅の住替え） 

第１０条 現に公営住宅に入居している者が新たに県営住宅に入居の申込みをすること（以下

「公営住宅の住替え」という。）ができる場合は、現在入居している公営住宅（以下「現入

居住宅」という。）において円満な共同生活を営み、関係法令を遵守し、かつ、現入居住宅

に原則として１年以上居住している場合で、次の各号のいずれかに該当するときとする。 

一 同居者の人数が増加したことにより、現入居住宅の規模が次の表に定める世帯人員の区

分に応じた住戸専用面積（以下「最低居住水準面積」という。）を下回ることとなった場

合で、最低居住水準面積以上の県営住宅へ入居するとき 

世帯人員 住戸専用面積 

２人 ２９㎡ 

３人 ３９㎡ 

４人 ５０㎡ 

５人 ５６㎡ 

６人以上 ６６㎡ 

二 同居者の人数が減少したことにより、最低居住水準面積を上回る県営住宅のうち、現入

居住宅より住戸専用面積が小さく、かつ、部屋数が少ない住宅へ入居することが適当であ

ると認められる場合 

三 エレベーター付きでない公営住宅の２階以上の部分に入居している者又はその同居者

（以下「入居者等」という。）が、加齢又は病気等により日常生活を営む上で身体の機能

上の制限を受けている場合で、平家若しくはエレベーター付きの県営住宅又は県営住宅の

１階部分に入居することが適当であると認められるとき（次条の県営住宅の特定住替えに

該当する場合を除く。） 

四 入居者等の所得が減少したこと等により家賃の支払が困難となった場合で、より低額な



 

 

家賃の県営住宅に入居することが適当であると認められるとき 

五 入居者等の病気又は転勤等により長時間の通院又は通勤等を要することとなった場合

で、その通院又は通勤等に便の良い県営住宅に入居することが適当であると認められると

き 

六 その他知事が適当であると認めたとき 

 

 （県営住宅の特定住替え） 

第１１条 知事は、第３条の規定にかかわらず、平家若しくはエレベーター付きの県営住宅又

は県営住宅の１階部分については、当該県営住宅に入居することが適当と認められる世帯を

対象に、入居者の公募を行うことができるものとする。 

２ 前項の入居者の公募に申込みをすることができる場合は、現に前項の県営住宅と同一団地

内のエレベーター付きでない県営住宅の２階以上の部分に入居している入居者等が、現在入

居している県営住宅（以下「現入居県営住宅」という。）において円満な共同生活を営み、

関係法令を遵守し、かつ、現入居県営住宅に原則として１年以上居住している場合で、次の

各号のいずれかに該当するときとする。 

 一 別表１に掲げる歩行障害者世帯に該当し、これを別表２に掲げる書類により確認できる

とき 

 二 医師の診断書により入居者等が加齢若しくは病気等により日常生活を営む上で身体の

機能上の制限を受けていることが確認でき、かつ、現入居県営住宅に居住することが日常

生活に著しい支障を及ぼすと認められるとき 

３ 第１項の入居者の公募に申込みを希望する者は、規則第２条に規定する県営住宅入居申込

書等に別記様式１を添えて、知事に申し込むものとする。 

 

 （県営住宅の特定住替えにおける入居者の決定等） 

第１２条 第７条第１項本文及び第９条第１項の規定は、前条の県営住宅の特定住替えにおけ

る入居者の決定及び入居住宅の決定について準用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１３年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１６年１２月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２１年２月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則 



 

 

 この要綱は、平成２６年６月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２７年２月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年３月８日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月２１日から施行する。 

 



 

 

別表１（第２条、第９条関係） 

世帯名 要     件 

高齢者世帯 

６０歳以上の者であって、条例第４条第４項第１号に規定する現に同居している者若し

くは同居しようとする親族（以下「同居親族等」という。）がない者又は同居親族等が次

の各号のいずれかに該当する者のみからなる世帯 

(1) 配偶者 

(2) １８歳未満の児童又は生徒 

(3) 次項に規定する心身障害者 

(4) おおむね６０歳以上の者 

障害者世帯 

入居者又は同居親族等が、次の各号のいずれかに該当する世帯 

(1) 戦傷病者にあっては、恩給法（大正１２年法律第４８号）別表第１号表ノ３の第

１款症以上の障害があり、かつ、戦傷病者手帳（戦傷病者特別援護法（昭和３８年

法律第１６８号）第４条の規定により交付を受けた戦傷病者手帳をいう。以下同じ。）

を交付されている者 

(2) 戦傷病者以外の身体に障害のある者にあっては、身体障害者福祉法施行規則（昭

和２５年厚生省令第１５号）別表第５号の４級以上の障害があり、かつ、身体障害

者手帳（身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定に

より交付を受けた身体障害者手帳をいう。以下同じ。）を交付されている者 

(3) 精神障害者保健福祉手帳（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第４５条第２項の規定により交付を受けた精神障害者保健福祉手帳

をいう。以下同じ。）を交付されている者 

(4) 知事が交付する療育手帳（他の地方公共団体の長が交付するものを含む。以下同じ。）

を交付されている者 

歩行障害者世帯 
入居者又は同居親族等が歩行障害者で、当該障害の程度が前項第１号又は第２号のいず

れかに該当する者の世帯 

ハンセン病療養

所入所者世帯 

ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律（平成１３年法律第６

３号）第２条に規定するハンセン病療養所入所者等に該当する者の世帯 

多子世帯 同居親族等に１８歳未満の児童が３人以上いる世帯 

母子・父子世帯 配偶者のない女子又は男子が、現に２０歳未満の児童を扶養している世帯 

引揚者世帯 

入居者又は同居親族等が、永住する目的で帰国した中国残留邦人等（中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第

２条第１項に規定する中国残留邦人等をいう。）の世帯 

ＤＶ被害者世帯 

入居者又は同居親族等が、次の各号のいずれかに該当する世帯 

(1)  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３

１号。以下「配偶者暴力防止等法」という。）第３条第３項第３号の一時保護、同法

第５条の婦人保護施設における保護又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第２３条第１項の母子生活支援施設における保護が終了した日から起算して５年を

経過していない者。 

(2) 配偶者暴力防止等法第１０条第１項の規定により裁判所がした命令の申立てを行

った者で当該命令がその効力を生じた日から起算して５年を経過していないもの。 

(３) 「配偶者からの暴力被害者の取扱い等に関する証明書の発行について」（平成２

０年５月９日雇児福発第０５０９００１号）に基づき、婦人相談所等による「配偶

者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」が発行されている者 

   (４) 婦人相談所以外の配偶者暴力対応機関（配偶者暴力相談支援センター、福祉事務

所及び市町村における配偶者暴力相談し年担当部署）、行政機関又は関係機関と連

携してＤＶ被害者支援を行っている民間支援団体（婦人保護事業委託団体、地域Ｄ

Ｖ協議会参加団体及び補助金等交付団体）において、公営住宅への入居等に関する

配偶者暴力被害申出受理確認書（平成１６年３月３１日国住総第１９１号の別記様



 

 

式１）による確認がされている者。 

離職退去者世帯 
雇用先からの解雇・雇止めに伴い、現に居住している住居から退去を余儀なくされる

者の世帯 

犯罪被害者等世

帯 

入居者又は同居親族等が、犯罪等（犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行

為をいう。以下同じ。）により従前の住宅に居住することが困難となったことが明らかな

者であって、次の各号のいずれかに該当する世帯 

 (1) 犯罪等により収入が減少し生計維持が困難となった者 

 (2) 現在居住している住宅又はその付近において犯罪等が行われたために当該住宅に

居住し続けることが困難となった者であって、次のいずれかに該当する者 

  ア 犯罪等により住宅が滅失又は著しく損壊したために居住することができなくな

った者 

  イ 住宅を客体とする犯罪等により居住することができなくなった者 

  ウ 犯罪等により精神的な後遺症が生じ医学的に居住することができなくなった者 

  エ ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成 12 年法律第 81 号）第２条第４項

に規定するストーカー行為により居住することができなくなった者又は同条第１

項に規定するつきまとい等若しくは同条第３項に規定する位置情報無承諾取得等

により、身体の安全、住居等の平穏若しくは名誉が害され、若しくは行動の自由が

著しく害される不安を覚えさせる行為により居住することができなくなった者 

    オ 現在居住している住宅では再び犯罪等により害を被るおそれが高いために当該

住宅に居住し続けることが困難となった者 

子ども・被災者

支援法に基づく

支援対象避難者

世帯 

入居者又は同居親族等が、平成２３年３月１１日において東京電力原子力事故により被災

した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に関す

る施策の推進に関する法律（平成２４年法律第４８号。以下「子ども・被災者支援法」と

いう。）第８条第１項に規定する支援対象地域（以下「支援対象地域」という。）に居住し

ていた者（以下「支援対象避難者」という。）である世帯 

 

 

別表２（第６条関係） 

世帯名 確認書類 

高齢者世帯 住民票の写し 

障害者世帯 

戦傷病者又は戦傷病者以外の身体に障害のある者については、それぞれ戦傷病者手

帳又は障害者手帳の写し 

精神的障害を有する者については、精神障害者保健福祉手帳の写し 

知的障害を有する者については、療育手帳の写し 

歩行障害者世帯 戦傷病者手帳又は障害者手帳の写し 

多子世帯 住民票の写し 

ハンセン病療養

所入所者世帯 

ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律第２条に規定する国

立ハンセン病療養所等の長（廃止された私立のハンセン病療養所に入所していた者に

あっては厚生労働省健康局疾病対策課長）の証明 

母子・父子世帯 戸籍謄本 

引揚者世帯 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律施行

規則（平成６年厚生省令第６３号）第１３条第４項の規定により交付される自立支度

金決定通知書の写し 



 

 

ＤＶ被害者世帯 

次の各号のいずれかの書類 

(1) 婦人相談所、婦人保護施設等の長による証明書 

(2) 婦人相談所以外の配偶者暴力対応機関（配偶者暴力相談支援センター、

福祉事務所及び市町村における配偶者暴力相談支援担当部署）、行政機関又

は関係機関と連携してＤＶ被害者支援を行っている民間支援団体（婦人保

護事業委託団体、地域ＤＶ協議会参加団体及び補助金等交付団体）による

公営住宅への入居等に関する配偶者暴力被害申出受理確認書 

離職退去者世帯 

雇用先が賃貸していた住居から退去を余儀なくされる者については、離職者である

ことを客観的に証明する書類（解雇通知、雇止め通知又は公共職業安定所が発行する

離職票等。以下「離職証明書類」という。）及び社員寮、社宅等からの退去通知の写し 

住居手当等により居住可能だった住居から退去を余儀なくされる者については、離

職証明書類、給与明細及び賃貸住宅の契約書の写し 

解雇等により離職したが、失業等給付を受給することができず、現に居住している

住居から退去を余儀なくされる者については、離職証明書類、失業等給付の申請書及

び賃貸住宅の契約書の写し 

犯罪被害者等世

帯 

被害届等を行った警察署名のほか、被害の概要（被害者の氏名、住所等、被害の年

月日時、場所、模様等）を記載した申告書並びにその記載内容について警察当局に確

認すること及び必要に応じて警察当局又は検察当局に当該被害に係る事件の処理状況

を確認することについての入居申込者からの同意書（別記様式２） 

交通事故の被害者については、交通事故証明書又はその写し 

子ども・被災者支

援法に基づく支

援対象避難者世

帯 

入居者又は同居親族等が支援対象避難者であることを支援対象地域内の市町村の長が

証明する書類 

 



 

 

 

別記様式１ 

 

県営住宅の（特定）住替え願い 

 青森県知事 殿 

年  月  日 

住 所            

 

氏 名            

（電話番号：       ） 

 

  下記のとおり、現入居県営住宅から希望する県営住宅への特定住替えを申し込みます。 

また、現入居県営住宅の退去においては、青森県県営住宅条例第１７条の規定に基づき、県営住宅

監理員又は知事の指定する職員の検査を受け、適正な県営住宅の明渡しを行います。 

さらに、同条例第１５条第２項の規定に基づき、県営住宅等の修繕の必要が生じたときは、修繕し、

又はその費用を負担します。 

  なお、これらのことを履行しなかったときは、希望する県営住宅への入居承認を取り消されても異

議ありません。 

 

                      記 

現入居県営住宅  

 

県営住宅       団地    棟    号    室 

希望する県営住

宅 

 

 

（ 上 記 ）団地      棟    号    室 

希望理由  

※ 必要に応じて、戦傷病者手帳の写し、障害者手帳の写し又は医師の診断書（入居者等が加齢又

は病気等により日常生活を営む上で身体の機能上の制限を受けていることが確認できるもの）を添

付すること。 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格 A4縦長とする。 



 

 

別記様式２ 

県営住宅入居申込に関する犯罪被害等の申告書 

青森県知事  殿 

年  月  日 

（入居申込者） 

住 所                   

氏 名                   

生年月日    年  月  日（   歳） 

電話番号                  

 犯罪被害等を理由とした県営住宅入居申込にあたり、犯罪被害内容等について下記のとおり

申告します。 

 なお、貴殿が下記の内容について警察当局に確認すること及び必要に応じて警察当局又は検

察当局に当該被害に係る事件の処理状況を確認することに同意します。 

記 

１．被害の概要（申告内容） 

被 害 届 の 有 無 有 ・ 無 被害届提出年月日     年  月  日 

届出警察署・課名  

被 害 者 氏 名  申込者との続柄  

被 害 者 住 所  

被 害 者 生 年 月 日     年  月  日  （   歳） 

被 害 年 月 日 時     年  月  日    時 

被 害 場 所  

被 害 の 模 様 等  

※交通事故の被害者等である場合は、交通事故証明書の内容が不足する事項を照会 

２．上記１により生じた住宅困窮事情 

住宅に困窮する事情（該当する番号に○） 左記の具体的な状況 

１ 犯罪等により収入が減少し生計維持が困難となった  

２ 現在居住している住宅又はその付近において犯罪等

が行われたために当該住宅に居住し続けることが困

難となった 

(1) 犯罪等により住宅が滅失又は著しく損壊したた

めに居住することができなくなった 

(2) 住宅を客体とする犯罪等により居住することが

できなくなった 

(3) 犯罪等により精神的な後遺症が生じ医学的に居

住することができなくなった 

(4) ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成

12 年法律第 81 号）第２条第４項に規定するストー

カー行為により居住することができなくなった者

又は同条第１項に規定するつきまとい等若しくは

同条第３項に規定する位置情報無承諾取得等によ



 

 

り、身体の安全、住居等の平穏若しくは名誉が害さ

れ、若しくは行動の自由が著しく害される不安を覚

えさせる行為により居住することができなくなっ

た者 

(5)  現在居住している住宅では再び犯罪等により害

を被るおそれが高いために当該住宅に居住し続け

ることが困難となった者 

 



 

 

２  青森県県営住宅入居者選考事務処理要領 

  



 

青森県県営住宅入居者選考事務処理要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、青森県県営住宅条例（昭和３６年青森県条例第６９号。以下「条例」とい

う。）、青森県県営住宅規則（昭和３７年青森県規則第８号。以下「規則」という。）及び青森

県県営住宅入居選考要綱（以下「要綱」という。）に基づき行われる県営住宅の入居者の募集、

申込み及び選考等の事務処理について必要な事項を定めるものとする。 

  

（定義） 

第２条 この要領における用語の定義は、条例、規則及び要綱において使用する用語の例による。 

 

（一般公募の公募期間） 

第３条 一般公募の公募期間は、次の表に定める入居可能日の区分に応じた期間により行うもの

とする。ただし、新たに整備される県営住宅の公募期間は、当該県営住宅の供用開始年月日等

を総合的に勘案し、その都度定めるものとする。 

入居可能日 公募期間 

４月１日  ２月１日から同月１０日まで 

６月１日  ４月１日から同月１０日まで 

 ８月 1日  ６月１日から同月１０日まで 

１０月１日  ８月１日から同月１０日まで 

１２月１日 １０月１日から同月１０日まで 

２月１日 １２月１日から同月１０日まで 

 

（常時公募） 

第４条  常時公募は、原則として、入居可能日を各月１日とし、入居可能日の属する月の前月

の末日を各月の入居申込みの期限として行うものとする。 

 

（入居申込者への指導） 

第５条 要綱第５条の規定による入居申込者への指導は、次に掲げる事項を行うほか、入居申込

者の実情に応じ、必要な事項を行うものとする。ただし、要綱第１１条第１項の規定に基づく

公募については、次に掲げる事項の指導は行わないものとする。 

一 間取りが３ＬＤＫ及び４ＤＫの県営住宅については、世帯人数が３人以上の世帯が入居す

るよう指導すること。 

二 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第２３条第１項の規定により単身での入居をし

ようとする者には、原則として、住戸専用面積が５５平方メートル以下の県営住宅に入居す

るよう指導すること。 

 

 （公開抽選） 

第６条 一般公募における入居者の決定及び入居住宅の決定に係る公開抽選（以下「公開抽選」

という。）は、公募期間の属する月の末日までに行わなければならない。ただし、新たに整備

される県営住宅の公開抽選は、当該県営住宅の供用開始年月日等を総合的に勘案して行うもの

とする。 

 



附 則 

この要領は、要綱の施行の日（平成１３年１０月１日）から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、要綱の施行の日（平成１６年４月１日）から施行する。ただし、第３条の規定は、

平成１６年６月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和４年６月２３日から施行する。 



 

 

 

３  青森県県営住宅家賃等の減免及び徴収猶予に関する要領 

  



青森県県営住宅家賃等の減免及び徴収猶予に関する要領 

 

   第１章 趣旨 

 （趣旨） 

第１ この要領は、青森県県営住宅条例（昭和３６年青森県条例第６９号。以下「条例」 

という。）第１３条の規定による家賃の減免及び徴収猶予、条例第１４条第４項の規

定 による敷金の減免及び徴収猶予並びに条例第３０条第２項の規定による駐車場の

使用料 の減免に関し、その基準、手続き等について必要な事項を定めるものとする。 

   第２章 家賃の減免 

 （減免の基準） 

第２ 条例第１３条に規定する家賃の減免をすることができる場合は、次のとおりとす

る。 

（１） 入居者及び同居者の年間所得金額から公営住宅法施行令（昭和２６年政令

第２４０号）第１条第３号のイからトまでの控除額を控除した額を１２で除

して得た額（以下「特例収入月額」という。）が公営住宅法施行令第２条第

２項の表の上欄に定める入居者の収入の区分（以下「収入区分」。）の最低

額の６０％（以下「減免収入額」という。）以下である場合 

  （２） 入居者に係る収入が、年度の途中において、入居者の失業、病気、災害、

事故又は定年退職等により減少し、その減少が一時的でないことが明らかで

あると認められ、かつ、収入区分が変更し、又は特例収入月額が減免収入

額以下となった場合 

  （３） 入居者又は同居者が、病気により引き続いて長期にわたり療養を要し、又

は災害により著しい損害を受けた場合であって、当該療養に要する費用又は

当該損害の回復に要する費用として知事が認定した月額を、特例収入月額か

ら控除して得た額が減免収入額以下である場合 

  （４） 県営住宅建替事業又は住戸改善により、除却又は改善すべき住宅の入居者

に仮住居として提供した県営住宅の家賃（以下「仮住居家賃」という。）が

従前の家賃を超える場合 

  （５） その他前各号に準ずる特別の事情があると知事が認めた場合 

２ 前項第１号の年間所得金額は、次の各号に掲げる過去１年間における額を合計した

額とする。 

 （１） 給与所得 給与所得控除額を控除する前の所得税（昭和４０年法律第３３号） 

   第２８条第１項に規定する給与等の収入金額 

 （２） 事業所得 所得税法第２７条第１項に規定する事業所得に係る総収入金額か

ら必要経費を控除した金額 

 （３） 公営年金等 所得税法第３５条第３項に規定する年金の収入金額 

 （４） 失業等給付金 支給金額 

 （５） 仕送り等 聞き取り等により実態を調査し、その結果により得られた金額 

 （減免額の限度） 



第３ 第２第１項第１号から第３号までの規定による減免（ただし第２号の規定に

よる減免については、収入区分が変更したものにより行うものを除く。）は、次

に掲げる表の中欄に定める特例収入月額（第２第１項第３号の規定による減免の場合

にあっては特例収入月額から同号に規定する月額を控除して得た額）の状況に応じ、

それぞれ右欄に定める率を家賃に乗じて得た額（当該額が１００円未満であるとき、

又は当該額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）を限度として

行うものとする。 

   区  分  

  

特 例 収 入 月 額     率  

 第五減免階層

  

 減免収入額の８０％を超え、減免収入額以下   ０．２ 

 第四減免階層

  

 減免収入額の６０％を超え、減免収入額の８０％以下    ０．４ 

 第三減免階層

  

 減免収入額の４０％を超え、減免収入額の６０％以下    ０．６ 

 第二減免階層

  

 減免収入額の２０％を超え、減免収入額の４０％以下    ０．８ 

 第一減免階層

  

 減免収入額の２０％以下   １．０ 

２ 第２第１項第２号の規定による減免（収入区分が変更したものにより行うものに 

限る。）は、変更前の家賃から変更後の家賃を差し引いて得た額を限度として行うも

のとする。 

３ 第２項第１項第４号の規定による減免は、仮住居家賃から従前の家賃を差し引いて

得た額を限度として行うものとする。 

４ 第２第１項第５号の規定による減免の限度額は、第１項の限度額を勘案して定める

ものとする。 

５ 第１項の規定にかかわらず、入居者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に

より住宅扶助費を受けている場合は、家賃の額から当該住宅扶助費認定額を減じた額

を減免するものとする。ただし、当該入居者が病気による入院加療のため住宅扶助費

が認定されなくなつた場合にあつては、その認定されない期間分の家賃の全額の支払

を免除する。 

 （減免の取消し等） 

第４ 知事は、家賃の減免を受けている者が青森県県営住宅規則（昭和３７年２月青森

県規則第８号。以下「規則」という。）第９条第１項に規定する県営住宅家賃減免申

請書に事実と異なる事項を記載して減免の決定を受けた場合当該決定を取り消すとと

もに、必要に応じて既に減免した家賃を徴収するものとする。 

 （適用除外） 

第５ 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号。以下「法」という。）第３８条第１項

の規定により県営住宅の明渡しを請求され、正当な理由がないのにこれに従わない者



又は 法第２７条第１項から第５項に規定する保管義務に違反している入居者で家賃

の減免をすることが適当でないと認められる者については、第２の規定は適用しない。 

   第３章 家賃の徴収猶予 

 （徴収猶予の基準） 

第６ 条例第１３条に規定する家賃の徴収猶予をすることができる場合は、第２第１項

各号のいずれかに該当する場合とし、徴収猶予の期間は、家賃の納入期限から６ヶ月

以内の知事が必要と認める期間とする。 

 （徴収猶予の取消し） 

第７ 知事は、徴収猶予を受けている者が規則第９条第１項に規定する県営住宅家賃徴

収猶予申請書に事実と異なる事項を記載して徴収猶予の決定を受けた場合又は徴収猶

予事由が消滅したと認められる場合は、当該決定を取り消すものとする。 

 （適用除外） 

第８ 第５の規定は、家賃の徴収猶予について準用する。 

   第４章 敷金の減免 

 （減免の基準） 

第９ 条例第１４条第４項に規定する敷金の減免をすることができる場合は、次のとお

りとする。 

 （１） 第３第１号の表の第一減免階層に該当する場合 

 （２） その他知事が特別の事情があると認めた場合 

 （減免の取消し等） 

第１０ 知事は、敷金の減免を受けている者が、規則第９条第１項に規定する敷金減免

申請書に事実と異なる事項を記載して減免の決定を受けた場合は、当該決定を取り消

すとともに必要に応じて既に減免した敷金を徴収するものとする。 

   第５章 敷金の徴収猶予 

 （徴収猶予の基準） 

第１１ 条例第１４条第４項に規定する敷金の徴収猶予をすることができる場合は、第

２第１項第１号、第３号または第５号のいずれかに該当する場合とし、徴収猶予の期

間は、敷金の納入期限から６ヶ月以内の知事が必要と認める期間とする。 

 （徴収猶予の取消し等） 

第１２ 第７及び第８の規定は、敷金の徴収猶予において準用する。 

   第６章 駐車場の使用料の減免 

 （減免の基準） 

第１３ 条例第３０条第２項に規定する駐車場の使用料の減免をすることができる場合

は、次のとおりとする。 

（１） 第２第１項第１号から第３号までの規定による減免（ただし、第２号の規定

による減免については、収入区分が変更したものにより行うものを除く。）の

基準のいずれかに該当し、かつ、駐車場を利用する車両が次に掲げる者のため

に使用するものであることを理由に自動車税又は軽自動車税の減免を受けてい

る場合 



 イ 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第４条の規定により交付を

受けた戦傷病者手帳を交付されている者 

 ロ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により

交付を受けた身体障害者手帳を交付されている者 

 ハ 知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）第十二条第一項に規定する

知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五

年法律第百二十三号）第六条第一項に規定する精神保健福祉センター若しくは精

神保健指定医の判定により知的障害者とされた者 

 ニ ハに掲げる者のほか、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第四十五条第

二項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

 （２） その他前号に準ずる特別の事情があると知事が認めた場合 

 （減免額の限度） 

第１４ 第１３第１号の規定による減免は、次に掲げる表の中欄に定める特例収入月額

（第２第１項第３号の規定による減免をすることができる場合にあっては特例収入月

額から同号に規定する月額を控除して得た額）の状況に応じ、それぞれ右欄に定める

率を駐車場の使用料に乗じて得た額（当該額が１００円未満であるとき、又は当該額

に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）を限度として行うものと

する。 

   区  分  

  

特 例 収 入 月 額    率    

 第五減免階層

  

 減免収入額の８０％を超え、減免収入額以下  ０．２  

 第四減免階層

  

 減免収入額の６０％を超え、減免収入額の８０％以下   ０．４  

 第三減免階層

  

 減免収入額の４０％を超え、減免収入額の６０％以下   ０．６  

 第二減免階層

  

 減免収入額の２０％を超え、減免収入額の４０％以下   ０．８  

 第一減免階層

  

 減免収入額の２０％以下  １．０  

２ 第１３第２号の規定による減免の限度額は、前項の限度額を勘案して定めるものと

する。 

 （減免の取消し等） 

第１５ 知事は、駐車場の使用料の減免を受けている者が規則第３２条第１項に規定す

る駐車場使用料減免申請書に事実と異なる事項を記載して減免の決定を受けた場合

は、当該決定を取り消すとともに、必要に応じて既に減免した駐車場の使用料を徴収

するものとする。 



 （適用除外） 

第１６ 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号。以下「法」という。）第３８条第１

項の規定により県営住宅の明渡しを請求され、正当な理由がないのにこれに従わない

者又は法第２７条第１項から第５項に規定する保管義務に違反している入居者で駐車

場使用料の減免をすることが適当でないと認められる者については、第１３の規定は

適用しない。 

   第７章 大規模災害時等における家賃等の減免 

 （減免の基準等） 

第１７ 第２、第３、第９、第１３及び第１４の規定にかかわらず、次に掲げる被災者

であって知事が特別の事情があると認めたものが県営住宅に入居した場合は、知事が

必要と認める期間、家賃、敷金及び駐車場の使用料（以下「家賃等」という。）の全

部又は一部を免除することができる。 

 ⑴ 被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第１４号）第２１条の規定による公営

住宅の入居者資格の特例が適用される者その他の大規模災害時における被災者 

 ⑵ 災害時において被害を受けた県又は市町村から被災者の県営住宅への入居の要請

があった場合における当該被災者 

 （減免の取消し等） 

第１８ 知事は、家賃等の減免を受けている者が、規則第９条第１項に規定する県営住

宅家賃減免申請書若しくは敷金減免申請書又は規則第３２条第１項に規定する駐車場

使用料減免申請書に事実と異なる事項を記載して減免の決定を受けた場合には、当該

決定を取り消すとともに、必要に応じて既に減免した家賃等を徴収するものとする。 

 

   附 則 

 この要領は、昭和５５年１１月１２日施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成５年７月１日から施行する。 

      附 則 

 この要領は、平成１０年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要領は、平成１５年８月２５日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

２ 平成１７年１月１日に県営住宅に現に入居している者又は同居している者に老年者

（「所得税法等の一部を改正する法律（平成１６年法律第１４号）第１条の規定によ

る改正前の所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２条第１項第３０号に規定する老

年者をいう。以下同じ。）がある場合における当該入居者の特例収入月額の計算につ

いては、平成１９年３月３１日までの間は、公営住宅法施行令の一部を改正する政令

（平成１６年１２月政令第４２１号）による改正後の公営住宅法施行令（昭和２６年



政令第２４０号）第１条第３号イからホまでに掲げる額を控除するほか、次の表の上

欄に掲げる期間の区分に応じ、その老年者一人につき同表の下欄に定める額（その老

年者の所得金額が同表の下欄に定める額未満である場合には当該所得金額）を控除し

て行うものとする。 

平成１７年１月１日から平成１７年３月３１日 ５０万円 

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日 ３０万円 

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日 １５万円 

   附 則 

 この要領は、平成２５年２月２６日から施行する。 

   附 則 

１ この要領は、令和３年１２月３日から施行する。 

２ 令和３年７月１日以後に行われる家賃の算定の基礎となる特例収入月額の計算につ

いては、公営住宅法施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第３５９号）による

改正後の公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）第１条第３号イからトまで

に掲げる額を控除して行うものとする。 

 



 

 

 

 

４  県営住宅等家賃滞納整理事務処理要領 

  



 

 

青森県県営住宅等家賃滞納整理事務処理要領  

 

   第 一 章  総 則  

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 要 領 は 、県 営 住 宅（ 青 森 県 県 営 住 宅 条 例（ 昭 和 ３ ６ 年 １ ２ 月 青

森 県 条 例 第 ６ ９ 号 。以 下「 県 営 住 宅 条 例 」と い う 。）第 ２ 条 第 １ 号 に 規 定

す る 県 営 住 宅 を い う 。以 下 同 じ 。）又 は 特 定 公 共 賃 貸 住 宅（ 青 森 県 特 定 公

共 賃 貸 住 宅 条 例（ 平 成 ９ 年 ３ 月 青 森 県 条 例 第 ６ 号 。以 下「 特 定 公 共 賃 貸 住

宅 条 例 」と い う 。）第 ２ 条 第 １ 号 に 規 定 す る 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 を い う 。以

下 同 じ 。）（ 以 下「 県 営 住 宅 等 」と い う 。）の 家 賃（ 以 下「 家 賃 」と い う 。）

を 滞 納 し て い る 者（ 以 下「 滞 納 者 」と い う 。）に 係 る 滞 納 整 理 の 事 務 処 理

に つ い て 、必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。た だ し 、青 森 県 県 営 住 宅 連 帯

保 証 人 及 び 家 賃 債 務 保 証 業 者 事 務 取 扱 要 綱 第 ６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 知

事 の 承 認 を 受 け た 家 賃 債 務 保 証 業 者 が 滞 納 者 に 代 位 し て 負 担 し た 家 賃 分

を 除 く 。  

 

   第 二 章  入 居 者 の 滞 納 整 理  

（ 未 納 通 知 書 等 の 送 付 ）  

第 ２ 条  地 域 県 民 局 長 （ 以 下 「 局 長 」 と い う 。 ） は 、 毎 月 、 滞 納 者 に 対 し 、

県 営 住 宅（ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ）家 賃 未 納 通 知 書（ 第 １ 号 様 式 ）を 送 付 す る

も の と す る 。た だ し 、県 営 住 宅（ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ）家 賃 未 納 通 知 書 の 発

行 業 務 を 指 定 管 理 者 に 委 託 し た 場 合 は 、委 託 を 受 け た 指 定 管 理 者 が 送 付 す

る も の と す る 。  

２  局 長 は 、家 賃 の 滞 納 月 数 が ３ か 月 分 に 達 し た 滞 納 者 及 び そ の 連 帯 保 証 人

に 対 し 、県 営 住 宅（ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ）滞 納 家 賃 納 付 催 告 書（ 第 ２ 号 様 式 。

以 下 「 催 告 書 」 と い う 。 ） を 送 付 す る も の と す る 。 た だ し 、 滞 納 月 数 が 2

か 月 分 以 下 の 滞 納 者 及 び そ の 連 帯 保 証 人 に つ い て も 、滞 納 家 賃 の 一 部 又 は

全 部 が 過 年 度 分 と な っ て 1 年 を 経 過 し た 場 合 は 、催 告 書 を 送 付 す る も の と

す る 。  

３  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、滞 納 家 賃 納 付 誓 約 書（ 第 ３ 号 様 式 。以 下「 誓



 

 

約 書 」と い う 。）等 に 基 づ き 誠 実 に 債 務 を 履 行 し て い る 場 合 は 、催 告 書 を

送 付 し な い も の と す る 。  

４  局 長 は 、 催 告 書 に 記 載 し た 納 付 期 限 ま で に 滞 納 家 賃 を 納 付 し な い 滞 納

者 、誓 約 書 の 誓 約 事 項 に 違 反 し て い る 滞 納 者 又 は 和 解 調 書 の 和 解 条 項 に 違

反 し て い る 滞 納 者 に 対 し 、 呼 出 状 （ 第 ４ 号 様 式 ） を 送 付 す る も の と す る 。 

 

（ 県 営 住 宅 等 家 賃 滞 納 整 理 票 の 作 成 ）  

第 ３ 条  局 長 は 、家 賃 を ３ か 月 分 以 上 滞 納 し て い る 滞 納 者 及 び 滞 納 家 賃 が ２

か 月 分 以 下 の 滞 納 者 で 、前 条 第 2 項 の 規 定 に 基 づ き 催 告 書 を 送 付 し た も の

に つ い て は 、県 営 住 宅（ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ）家 賃 滞 納 整 理 票（ 第 ５ 号 様 式 。

以 下 「 整 理 票 」 と い う 。 ） を 作 成 し な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 整 理 票 は 、滞 納 者 ご と に こ れ を 作 成 し 、催 告 し た 時 期 、納 付 指 導

の 経 緯 そ の 他 滞 納 整 理 の 状 況 を 記 録 し 、関 係 書 類 と と も に 整 理 し て お か な

け れ ば な ら な い 。  

 

（ 納 付 指 導 の 方 法 ）  

第 ４ 条  局 長 は 、滞 納 者 、連 帯 保 証 人 そ の 他 必 要 が あ る 者 に 対 し 、電 話 、文

書 、 訪 問 又 は 呼 び 出 し に よ り 、 滞 納 家 賃 の 納 付 指 導 を 行 う も の と す る 。  

２  前 項 の 納 付 指 導 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 に 留 意 し て 行 わ な け れ ば な ら な い 。 

（ １ ）当 月 分 の 家 賃 は 、原 則 と し て 、納 入 通 知 書 又 は 口 座 振 替 に よ り 、納 付

期 限 内 に 納 付 す る よ う 指 導 す る こ と 。  

（ ２ ）滞 納 家 賃 を 一 括 し て 納 付 す る こ と が 困 難 と 認 め ら れ る 滞 納 者 に つ い て

は 、 分 割 納 付 を す る よ う 指 導 す る こ と 。  

（ ３ ）家 賃 を 長 期 間 滞 納 し な い よ う 指 導 す る こ と 。こ の 場 合 に お い て 、家 賃

を ３ か 月 分 以 上 滞 納 し た 場 合 は 、公 営 住 宅 法（ 昭 和 ２ ６ 年 法 律 第 １ ９ ３

号 ）第 ３ ２ 条 第 １ 項（ 県 営 住 宅 条 例 第 ２ ８ 条 の ２ に お い て 準 用 す る 場 合

を 含 む 。）の 規 定 に 基 づ く 県 営 住 宅 の 明 渡 し 又 は 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 条 例

第 ２ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ く 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 の 明 渡 し を 請 求 す る

場 合 が あ る こ と を 説 明 す る こ と 。  

（ ４ ）県 営 住 宅 条 例 第 １ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 所 得 に 関 す る 事 項 の 申 告 を



 

 

し て い な い 滞 納 者 に つ い て は 、速 や か に 当 該 申 告 を す る よ う 指 導 す る こ

と 。  

（ ５ ）県 営 住 宅 条 例 第 １ ３ 条 に 規 定 す る 家 賃 の 減 免 又 は 徴 収 猶 予 の 制 度 が あ

る こ と を 説 明 す る こ と 。こ の 場 合 に お い て 、青 森 県 県 営 住 宅 家 賃 等 の 減

免 及 び 徴 収 猶 予 に 関 す る 要 領（ 昭 和 ５ ５ 年 １ １ 月 １ ２ 日 制 定 。以 下「 減

免 要 領 」と い う 。）に 定 め る 家 賃 の 減 免 又 は 徴 収 猶 予 の 基 準 に 該 当 す る

と 思 わ れ る 滞 納 者 に つ い て は 、 当 該 申 請 を す る よ う 指 導 す る こ と 。  

（ ６ ）青 森 県 県 営 住 宅 入 居 者 選 考 要 綱（ 平 成 １ ３ 年 １ ０ 月 １ 日 制 定 。以 下「 入

居 者 選 考 要 綱 」 と い う 。 ） に 定 め る 県 営 住 宅 の 住 替 え の 基 準 に 該 当 し 、

よ り 低 廉 な 家 賃 の 県 営 住 宅 に 住 替 え す る こ と が で き る 滞 納 者 に つ い て

は 、 こ れ を 説 明 す る こ と 。  

（ ７ ） 口 座 振 替 に よ る 家 賃 の 納 付 を 勧 奨 す る こ と 。  

（ ８ ）不 在 期 間 が 長 期 に わ た る 者 、催 告 書 等 の 郵 便 物 が 転 居 先 不 明 等 の 理 由

で 返 戻 さ れ た 者 そ の 他 県 営 住 宅 を 無 断 で 退 去 し た と 思 わ れ る 滞 納 者 に

つ い て は 、 県 営 住 宅 無 断 退 去 に 関 す る 手 引 に 基 づ き 処 理 す る こ と 。  

 

（ 電 話 に よ る 納 付 指 導 ）  

第 ５ 条  局 長 は 、電 話 に よ る 納 付 指 導 は 、前 条 第 ２ 項 各 号 に 掲 げ る 事 項 の ほ

か 、 次 に 掲 げ る 事 項 に 留 意 し て 行 わ な け れ ば な ら な い 。  

（ １ ）家 賃 を ２ か 月 分 以 上 滞 納 し て い る 滞 納 者 に つ い て は 、必 要 に 応 じ て 行

う こ と 。  

（ ２ ）誓 約 書 の 誓 約 事 項 に 違 反 し て い る 滞 納 者 に つ い て は 、必 要 に 応 じ て 行

う こ と 。  

（ ３ ）呼 出 状 に よ る 呼 び 出 し に 応 じ な い 滞 納 者 に つ い て は 、速 や か に 呼 び 出

し に 応 じ る よ う 指 導 す る こ と 。  

（ ４ ）和 解 調 書 の 和 解 条 項 に 違 反 し て い る 滞 納 者 に つ い て は 、必 要 に 応 じ て

行 う こ と 。  

 

（ 臨 戸 訪 問 に よ る 納 付 指 導 ）  

第 ６ 条  局 長 は 、呼 出 状 若 し く は 電 話 に よ る 呼 び 出 し に 応 じ な い 滞 納 者 で 必



 

 

要 が あ る と 認 め ら れ る 場 合 又 は そ の 他 必 要 が あ る と 認 め ら れ る 滞 納 者 に

つ い て は 、 臨 戸 訪 問 に よ る 納 付 指 導 を 行 う も の と す る 。  

２  前 項 の 納 付 指 導 は 、原 則 と し て 、２ 名 以 上 の 職 員 に よ り 行 わ な け れ ば な

ら な い 。  

３  第 １ 項 の 納 付 指 導 を 行 う 職 員 は 、身 分 証 明 書 を 携 帯 し 、関 係 人 の 請 求 が

あ る と き は 、 こ れ を 提 示 し な け れ ば な ら な い 。  

４  第 １ 項 の 納 付 指 導 を 行 う 職 員 は 、訪 問 し た 際 に 当 該 滞 納 者 が 不 在 の と き

は 、不 在 時 文 書（ 滞 納 家 賃 に つ い て ）（ 第 ６ 号 様 式 ）を 戸 口 に 投 函 す る も

の と す る 。  

 

（ 誓 約 書 の 提 出 の 要 求 ）  

第 ７ 条  局 長 は 、滞 納 者 の う ち 滞 納 家 賃 を 一 括 し て 納 付 す る こ と が 困 難 と 認

め ら れ る 者 に つ い て は 、 誓 約 書 を 提 出 す る よ う 求 め る も の と す る 。  

 

（ 連 帯 保 証 人 へ の 通 知 ）  

第 ８ 条  局 長 は 、滞 納 者 が 家 賃 を ２ か 月 分 滞 納 し た 場 合 は 、そ の 連 帯 保 証 人

に 対 し て 、県 営 住 宅（ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ）滞 納 家 賃 の 納 付 指 導（ 第 ７ 号 様

式 ）に よ り 通 知 し 、当 該 滞 納 者 に 対 す る 納 付 指 導 の 協 力 を 依 頼 す る も の と

す る 。  

 

（ 連 帯 保 証 人 へ の 連 帯 保 証 債 務 履 行 請 求 ）  

第 ９ 条  局 長 は 、家 賃 を 納 付 し な い 滞 納 者 が 、次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す

る 場 合 は 、連 帯 保 証 債 務 履 行 請 求 書（ 第 ８ 号 様 式 ）に よ り 、そ の 連 帯 保 証

人 に 当 該 家 賃 の 支 払 を 請 求 す る も の と す る 。  

（ １ ） 催 告 書 に 記 載 し た 納 付 期 限 ま で に 滞 納 家 賃 を 納 付 し な い と き 。  

（ ２ ） 呼 び 出 し に 応 じ な い と き 。  

（ ３ ） 呼 び 出 し に よ る 納 付 指 導 に 応 じ な い と き 。  

（ ４ ） 和 解 調 書 の 和 解 条 項 に 違 反 し た と き 。  

（ ５ ） そ の 他 必 要 が あ る と 認 め ら れ る と き 。  

 



 

 

（ 生 活 保 護 受 給 者 へ の 納 付 指 導 ）  

第 １ ０ 条  局 長 は 、滞 納 者 が 生 活 保 護 法（ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 １ ４ ４ 号 ）第 ６

条 第 １ 項 に 規 定 す る 被 保 護 者（ 以 下「 被 保 護 者 」と い う 。）で あ る 場 合 は 、

第 ４ 条 か ら 前 条 ま で の 規 定 に よ る 納 付 指 導 を 行 う ほ か 、必 要 に 応 じ て そ の

担 当 の 社 会 福 祉 主 事 に 納 付 指 導 の 協 力 を 依 頼 す る も の と す る 。  

 

（ 法 的 措 置 対 象 者 の 報 告 等 ）  

第 １ １ 条  局 長 は 、家 賃 を ３ か 月 分 以 上 滞 納 し て い る 滞 納 者 の う ち 、第 ４ 条

か ら 前 条 ま で の 納 付 指 導 に お い て 滞 納 家 賃 の 納 付 が 期 待 で き な い 者（ 以 下

「 明 渡 請 求 対 象 者 」と い う 。）で あ っ て 、次 の い ず れ か に 該 当 す る も の に

つ い て は 、県 営 住 宅（ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ）明 渡 請 求 対 象 者 名 簿（ 第 ９ 号 様

式 ）を 作 成 し 、当 該 滞 納 者 に 係 る 整 理 票 、誓 約 書 、住 民 票 そ の 他 関 係 書 類

を 添 付 の 上 、 知 事 に 報 告 す る も の と す る 。  

（ １ ）呼 出 状 の 送 付 等 に も か か わ ら ず 、呼 び 出 し に 応 じ な い 者（ 和 解 条 項 不

履 行 者 で あ る 滞 納 者 を 除 く 。 ）  

（ ２ ） 第 ７ 条 の 規 定 に よ る 要 求 に も か か わ ら ず 、 誓 約 書 を 提 出 し な い 者  

（ ３ ） 誓 約 書 の 誓 約 事 項 に 違 反 し て い る 者  

（ ４ ） そ の 他 明 渡 請 求 対 象 者 と す る こ と が 必 要 と 認 め ら れ る 者  

２  知 事 は 、前 項 の 報 告 が あ っ た と き は 、局 長 と 協 議 の 上 、県 営 住 宅（ 特 定

公 共 賃 貸 住 宅 ）明 渡 請 求 対 象 者 名 簿 に 掲 載 さ れ て い る 滞 納 者 の う ち 、県 営

住 宅 等 の 明 渡 し 及 び 滞 納 家 賃 等 支 払 の 請 求 訴 訟 （ 以 下 「 明 渡 請 求 等 訴 訟 」

と い う 。 ） の 対 象 と す る こ と が 相 当 で あ る も の （ 以 下 「 法 的 措 置 対 象 者 」

と い う 。 ） を 選 定 す る も の と す る 。  

 

（ 法 的 措 置 対 象 者 へ の 督 促 ）  

第 １ ２ 条  局 長 は 、法 的 措 置 対 象 者 に 対 し 、地 方 自 治 法 施 行 令（ 昭 和 ２ ２ 年

政 令 第 １ ６ 号 ）第 １ ７ １ 条 の 督 促 及 び 最 終 催 告 書（ 第 １ ０ 号 様 式 ）に よ る

納 付 指 導 を 行 う も の と す る 。こ の 場 合 に お い て 、督 促 状（ 青 森 県 財 務 規 則

（ 昭 和 ３ ９ 年 ３ 月 青 森 県 規 則 第 １ ０ 号 ）第 ３ ０ ８ 条 の 督 促 状 を い う 。）は

配 達 証 明 郵 便 物 に よ り 、 最 終 催 告 書 は 内 容 証 明 郵 便 物 及 び 配 達 証 明 郵 便



 

 

物 に よ り 送 付 し な け れ ば な ら な い 。  

２  局 長 は 、 前 項 の 督 促 状 及 び 最 終 催 告 書 を 送 付 し た と き は 、 そ の 写 し を

当 該 法 的 措 置 対 象 者 の 連 帯 保 証 人 に 送 付 す る も の と す る 。  

 

 （ 和 解 対 象 者 の 選 定 ）  

第 １ ３ 条  局 長 は 、 法 的 措 置 対 象 者 の う ち 、 滞 納 し て い る 家 賃 の 納 付 に 同

意 し た も の に つ い て は 、和 解 同 意 書（ 第 １ １ 号 様 式 ）を 提 出 さ せ る も の と

す る 。  

２  局 長 は 、前 項 の 和 解 同 意 書 を 提 出 し た 者 に つ い て 、和 解 対 象 者 名 簿（ 第

１ ２ 号 様 式 ） を 作 成 し 、 知 事 に 送 付 し な け れ ば な ら な い 。  

 

 （ 明 渡 請 求 ）  

第 １ ４ 条  知 事 は 、 法 的 措 置 対 象 者 （ 前 条 第 １ 項 に 規 定 す る 和 解 同 意 書 を

提 出 し た 者 を 除 く 。以 下 こ の 条 及 び 次 条 に お い て 同 じ 。）に つ い て は 、明

渡 請 求 書（ 第 １ ３ 号 様 式 ）に よ る 住 宅 の 明 渡 し の 請 求 を 行 う も の と す る 。

こ の 場 合 に お い て 、 明 渡 請 求 書 の 送 付 は 、 内 容 証 明 郵 便 物 及 び 配 達 証 明

郵 便 物 に よ り 送 付 し な け れ ば な ら な い 。  

２  局 長 は 、 前 項 の 明 渡 請 求 を 行 っ た と き は 、 明 渡 請 求 書 の 写 し を 当 該 法

的 措 置 対 象 者 の 連 帯 保 証 人 に 送 付 す る も の と す る 。  

３  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 滞 納 者 が 次 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 で 、

そ の 者 の 収 入 状 況 、 家 賃 の 額 、 納 付 指 導 の 経 緯 そ の 他 家 賃 を 滞 納 し て い

る 事 情 を 総 合 的 に 勘 案 し 、 明 渡 し を 求 め る こ と が 不 適 当 と 認 め ら れ る 場

合 に 限 っ て は 、 明 渡 し の 請 求 を 猶 予 す る こ と が で き る 。  

（ １ ） 被 保 護 者 で あ る と き 。  

（ ２ ） 入 居 者 選 考 要 綱 の 別 表 １ に 規 定 す る 高 齢 者 世 帯 又 は 母 子 ・ 父 子 世 帯

に 該 当 す る と き 。  

（ ３ ）滞 納 者 又 は 同 居 者 が 病 気 、傷 害 等 で 長 期 間 の 療 養 を 要 し 、そ の た め 多

額 の 出 費 を 余 儀 な く さ れ た と 認 め ら れ る と き 。  

（ ４ ） 主 た る 生 計 維 持 者 が 死 亡 し た と き 。  

（ ５ ） 減 免 要 領 第 ２ の 第 １ 項 第 １ 号 又 は 第 ３ 号 に 規 定 す る 減 免 の 基 準 に 該



 

 

当 す る と 認 め ら れ る と き 。  

（ ６ ） そ の 他 や む を 得 な い と 認 め る 特 別 の 事 情 が あ る と 認 め ら れ る と き 。  

４  知 事 は 、 第 １ 項 の 請 求 を し た と き は 、 関 係 局 長 に そ の 旨 通 知 す る も の

と す る 。  

５  知 事 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ り 送 付 し た 明 渡 請 求 書 で 指 定 し た 期 限 ま で

に 、当 該 住 宅 を 明 け 渡 さ ず 、及 び 滞 納 家 賃 を 完 納 し な い 者 に つ い て は 、明

渡 請 求 等 訴 訟 を 提 起 す る も の と す る 。  

 

 （ 明 渡 請 求 後 の 和 解 対 象 者 の 選 定 ）  

第 １ ５ 条  知 事 は 、 前 条 第 １ 項 の 請 求 を し た 後 、 滞 納 し て い る 家 賃 の 納 付

に 応 じ た 法 的 措 置 対 象 者 に つ い て は 、 和 解 同 意 書 を 提 出 さ せ 、 和 解 対 象

者 名 簿 を 作 成 す る も の と す る 。  

２  知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 和 解 対 象 者 名 簿 を 作 成 し た と き は 、 そ の 写

し を 関 係 局 長 に 送 付 す る も の と す る 。  

 

 （ 訴 え 提 起 前 の 和 解 ）  

第 １ ６ 条  知 事 は 、第 １ ３ 条 第 ２ 項 又 は 前 条 第 １ 項 で 和 解 対 象 者 名 簿 に 記 載

さ れ て い る 者（ 以 下「 和 解 対 象 者 」と い う 。）に つ い て は 、訴 え 提 起 前 の

和 解 を 申 し 立 て る も の と す る 。  

２  知 事 は 、和 解 対 象 者 と 和 解 し た と き は 、関 係 局 長 及 び 当 該 和 解 対 象 者 の

連 帯 保 証 人 に そ の 旨 を 通 知 す る も の と す る 。  

３  知 事 は 、第 １ ４ 条 第 １ 項 の 請 求 を し た 後 、和 解 対 象 者 と 和 解 し た と き は 、

当 該 請 求 を 取 り 消 す も の と す る 。  

 

（ 強 制 執 行 対 象 者 の 報 告 ）  

第 １ ７ 条  局 長 は 、和 解 を し た 滞 納 者 の う ち 、第 ４ 条 か ら 第 １ ０ 条 ま で の 納

付 指 導 で は 滞 納 家 賃 の 納 付 が 期 待 で き な い 者 に つ い て は 、強 制 執 行 を 行 う

こ と が 適 当 で あ る 者（ 以 下「 強 制 執 行 対 象 者 」と い う 。）と し て 、知 事 に

報 告 す る も の と す る 。  

２  前 項 の 報 告 は 、和 解 条 項 不 履 行 者 名 簿（ 第 １ ４ 号 様 式 ）に 、当 該 滞 納 者



 

 

に 係 る 整 理 票 、誓 約 書 、住 民 票 そ の 他 関 係 書 類 を 添 付 の 上 、知 事 に 送 付 し

て 行 う も の と す る 。  

 

（ 強 制 執 行 対 象 者 に 対 す る 明 渡 請 求 ）  

第 １ ８ 条  知 事 は 、強 制 執 行 対 象 者 に 対 す る 明 渡 請 求 書（ 第 １ ５ 号 様 式 ）を

内 容 証 明 郵 便 物 及 び 配 達 証 明 郵 便 物 に よ り 送 付 し な け れ ば な ら な い 。  

 

（ 強 制 執 行 の 実 施 ）  

第 １ ９ 条  知 事 は 、明 渡 し 請 求 訴 訟 の 判 決 後 速 や か に 退 去 し な い 者 及 び 前 条

の 明 渡 請 求 書 で 指 定 し た 期 限 ま で に 当 該 住 宅 を 明 け 渡 さ な い 者 に つ い て 、

強 制 執 行 を 実 施 す る も の と す る 。  

２  知 事 は 、 前 項 の 強 制 執 行 を 実 施 し た と き は 、 当 該 強 制 執 行 の 対 象 者 の

連 帯 保 証 人 に そ の 旨 通 知 す る も の と す る 。  

３  知 事 は 、第 １ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、特 別 の 事 情 が あ る と 認 め る 者 に つ

い て 、 住 宅 の 明 渡 し に 係 る 強 制 執 行 を 実 施 し な い こ と が で き る 。  

 

（ 時 効 中 断 措 置 等 ）  

第 ２ ０ 条  局 長 は 、家 賃 を 滞 納 し て い る 滞 納 者 に 対 し 、家 賃 の 消 滅 時 効 期 間

を 勘 案 し て 適 宜 、債 務 承 認 書（ 第 １ ６ 号 様 式 ）を 提 出 す る よ う 求 め る も の

と す る 。  

２  局 長 は 、滞 納 者 か ら 第 ７ 条 の 誓 約 書 、第 １ ３ 条 第 １ 項 若 し く は 第 １ ５ 条

第 １ 項 の 和 解 同 意 書 若 し く は 前 項 の 債 務 承 認 書 の 提 出 が あ っ た と き 、第 １

６ 条 第 １ 項 の 和 解 を し た と き 、 又 は そ の 他 時 効 中 断 事 由 が 生 じ た と き は 、

整 理 票 に 記 録 し な け れ ば な ら な い 。  

 

第 三 章  退 去 者 の 滞 納 整 理  

 （ 滞 納 者 の 退 去 の 記 録 ）  

第 ２ １ 条  局 長 は 、滞 納 者 が 家 賃 を 滞 納 し た ま ま 県 営 住 宅 等 を 退 去 し た と き

は 、 退 去 年 月 日 及 び 退 去 の 状 況 を 整 理 票 に 記 録 し な け れ ば な ら な い 。  

 



 

 

 （ 退 去 滞 納 者 へ の 納 付 指 導 ）  

第 ２ ２ 条  局 長 は 、家 賃 を 滞 納 し た ま ま 県 営 住 宅 等 を 退 去 し た 滞 納 者（ 以 下

「 退 去 滞 納 者 」と い う 。）に つ い て は 、戸 籍 及 び 住 民 票 の 調 査 、連 帯 保 証

人 等 か ら の 聴 き 取 り 等 に よ り 、そ の 現 住 所 を 確 認 の 上 、納 付 指 導 を 行 う も

の と す る 。  

 

 （ 退 去 滞 納 者 に 係 る 集 金 代 行 業 務 の 委 託 ）  

第 ２ ３ 条  知 事 は 、退 去 滞 納 者 の 滞 納 家 賃 の 収 納 、自 主 的 納 付 の 勧 奨 、居 所

不 明 者 に 係 る 住 所 等 の 調 査 業 務 等（ 以 下「 集 金 代 行 業 務 」と い う 。）に つ

い て 、 債 権 回 収 会 社 と 委 託 契 約 を 締 結 す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お

い て 、 受 注 し た 債 権 回 収 会 社 が 集 金 代 行 業 務 を 処 理 す る 間 は 、 前 条 に 規

定 す る 納 付 指 導 は 行 わ な い も の と す る 。  

２  知 事 は 、 前 項 の 契 約 を 締 結 し た と き は 、 契 約 締 結 日 及 び 収 納 を 委 託 し

よ う と す る 滞 納 家 賃 に つ い て 、遅 滞 な く 関 係 局 長 に 通 知 す る も の と す る 。 

３  知 事 は 、 債 権 回 収 会 社 か ら 居 所 不 明 者 に 係 る 住 所 等 に つ い て 報 告 を 受

け た 場 合 は 、 速 や か に 関 係 局 長 に 通 知 す る も の と す る 。  

 

 （ 退 去 滞 納 者 に 係 る 管 理 ・ 回 収 業 務 の 委 託 ）  

第 ２ ４ 条  知 事 は 、 前 条 の 規 定 に よ り 契 約 し た 債 権 回 収 会 社 が 収 納 で き な

か っ た 退 去 滞 納 者 の 滞 納 家 賃 に 係 る 催 告 、 納 付 相 談 、 放 棄 及 び 免 除 の た

め の 調 査 業 務 等（ 以 下「 管 理・回 収 業 務 」と い う 。）に つ い て 、弁 護 士 と

委 託 契 約 を 締 結 す る こ と が で き る 。  

２  知 事 は 、 前 項 の 契 約 を 締 結 し た と き は 、 契 約 締 結 日 及 び 催 告 等 を 委 託

し よ う と す る 滞 納 家 賃 に つ い て 、 遅 滞 な く 関 係 局 長 に 通 知 す る も の と す

る 。  

３  知 事 は 、 弁 護 士 か ら 退 去 滞 納 者 の 生 活 状 況 等 の 調 査 結 果 の 報 告 を 受 け

た 場 合 は 、 速 や か に 関 係 局 長 に 通 知 す る も の と す る 。  

 

 （ 回 収 困 難 滞 納 家 賃 に 係 る 債 権 管 理 ）  

第 ２ ５ 条  知 事 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 管 理 ・ 回 収 業 務 で 弁 護 士 が 納 付 さ せ



 

 

る こ と が で き な か っ た 退 去 滞 納 者 の 滞 納 家 賃（ 以 下「 回 収 困 難 滞 納 家 賃 」

と い う 。）に つ い て 、地 方 自 治 法 施 行 令（ 昭 和 ２ ２ 年 政 令 第 １ ６ 号 ）、青

森 県 財 務 規 則 （ 昭 和 ３ ９ 年 ３ 月 青 森 県 規 則 第 １ ０ 号 ） そ の 他 の 法 令 又 は

条 例 等 の 規 定 に よ り 、強 制 執 行 、徴 収 停 止 、履 行 延 期 の 特 約 、免 除 そ の 他

の 債 権 管 理 を 適 時 適 切 に 行 う も の と す る 。  

 

附  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 １ ６ 年  ６ 月 １ ７ 日 よ り 施 行 す る 。  

附  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 １ ９ 年  ５ 月  ２ 日 よ り 施 行 す る 。  

附  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ３ 年  ３ 月 ２ ９ 日 よ り 施 行 す る 。  

附  則  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ６ 年 ４ 月 １ 日 よ り 施 行 す る 。  

（ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 要 領 の 施 行 の 日 の 前 日 ま で に 、 家 賃 を 6 か 月 分 以 上 滞 納 し て い る

滞 納 者 で 、 改 正 前 の 青 森 県 県 営 住 宅 等 家 賃 滞 納 整 理 事 務 処 理 要 領 （ 以 下

「 改 正 前 の 要 領 」と い う 。）に 基 づ い て 納 付 指 導 し た に も か か わ ら ず 滞 納

し て い る も の に つ い て は 、 改 正 後 の 青 森 県 県 営 住 宅 等 家 賃 滞 納 整 理 事 務

処 理 要 領（ 以 下「 改 正 後 の 要 領 」と い う 。）に 基 づ く 納 付 指 導 を し た 者 と

み な す 。  

３  こ の 要 領 の 施 行 の 日 の 前 日 ま で に 、 家 賃 を 3 か 月 分 か ら 5 か 月 分 滞 納

し て い る 滞 納 者 で 、 改 正 前 の 要 領 に 基 づ い て 催 告 書 の 送 付 を し 、 又 は 連

帯 保 証 人 へ の 納 付 指 導 の 協 力 依 頼 を し て い る も の に つ い て は 、 改 正 後 の

要 領 の 相 当 す る 規 定 に 基 づ く こ れ ら の 手 続 を し た も の と み な す 。  

附  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ７ 年  ４ 月 １ 日 よ り 施 行 す る 。  

附  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ８ 年  ９ 月 ５ 日 よ り 施 行 す る 。  



 

 

附  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 １ 日 よ り 施 行 す る 。  

附  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ９ 年 ５ 月 １ ０ 日 よ り 施 行 す る 。  

附  則  

 こ の 要 領 は 、 令 和 ４ 年 ３ 月 １ ０ 日 よ り 施 行 す る 。  

 



 

 

第１号様式（第２条関係）その１ 地域県民局用 

  年  月  日 

 

 

          殿 

 

 

 地域県民局長 

 

 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）家賃未納通知書 

 

あなたは、現在下記のとおり県営住宅（特定公共賃貸住宅）の家賃を滞納していますの

で、速やかに納付してください。 

 

記 

 

滞納調査年月日      年  月  日 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）    団地    棟    号 

年度 

４月 円 ５月 円 ６月 円 

７月 円 ８月 円 ９月 円 

１０月 円 １１月 円 １２月 円 

１月 円 ２月 円 ３月 円 

 月数 合計 

    年度以前 月数 合計 

滞納金額  

注１ 家賃が納付されないときは、連帯保証人に家賃を請求することがあります。 

２ 家賃を３か月分以上滞納したときは、公営住宅法第 32条第１項（青森県県営住宅

条例第 28 条の２において準用する公営住宅法第 32 条第１項、青森県特定公共賃貸

住宅条例第 20条第１項）の規定に基づき、住宅の明渡しを請求することがあります。 

３ 滞納調査日以降に家賃を納付された場合は、この通知書と行き違いとなる場合が

ありますので御了承ください。 

４ 不明な点等がある場合は、下記問合せ先まで御連絡ください。 

 

お問合せ先：地域県民局地域整備部    課 

    電話   （   ）      



 

 

第１号様式（第２条関係）その２ 指定管理者用 

  年  月  日 

 

          殿 

 

県営住宅等指定管理者 

 ○○○○○ 

 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）家賃未納通知書 

 

あなたは、現在下記のとおり県営住宅（特定公共賃貸住宅）の家賃を滞納していますの

で、速やかに納付してください。 

 

記 

 

滞納調査年月日      年  月  日 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）    団地    棟    号 

年度 

４月 円 ５月 円 ６月 円 

７月 円 ８月 円 ９月 円 

１０月 円 １１月 円 １２月 円 

１月 円 ２月 円 ３月 円 

 月数 合計 

    年度以前 月数 合計 

滞納金額  

注１ 家賃が納付されないときは、連帯保証人に家賃を請求することがあります。 

２ 家賃を３か月分以上滞納したときは、公営住宅法第 32条第１項（青森県県営住宅

条例第 28 条の２において準用する公営住宅法第 32 条第１項、青森県特定公共賃貸

住宅条例第 20条第１項）の規定に基づき、住宅の明渡しを請求することがあります。 

３ 滞納調査日以降に家賃を納付された場合は、この通知書と行き違いとなる場合が

ありますので御了承ください。 

４ 不明な点等がある場合は、下記問合せ先まで御連絡ください。 

 

 

 

お問合せ先 ：県営住宅等指定管理者  ○○○○ 

電話   （   ）  



 

 

第２号様式（第２条関係） 

 第     号 

  年  月  日 

 

 

 

               殿 

 

 

 

                   地域県民局長 

 

 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）滞納家賃納付催告書 

 

あなた（あなたが連帯保証人となっている県営住宅（特定公共賃貸住宅）  団地   

棟 号に入居している○○○○）が滞納している県営住宅（特定公共賃貸住宅）の家賃に

ついては、既に『県営住宅（特定公共賃貸住宅）家賃未納通知書』（『県営住宅（特定公共

賃貸住宅）滞納家賃の納付指導について』）により通知したところですが、いまだに納付さ

れていません。 

 滞納家賃の額は、現在下記のとおりとなっていますので、※  年  月  日までに滞

納家賃の全額を納付してください（納付させてください）。 

 なお、上記納付期限までに納付がない場合は、連帯保証人（連帯保証人であるあなた）

に滞納家賃の支払を請求するほか、公営住宅法第 32 条第１項（青森県県営住宅条例第 28

条の２において準用する公営住宅法第 32条第１項、青森県特定公共賃貸住宅条例第 20条

第１項）の規定に基づき、住宅の明渡しを請求しますので、念のため申し添えます。 

 

記 

１ 滞納家賃  金       円（    年  月  日現在） 

２ 滞納期間         年  月から 

          年  月まで（滞納月数  か月分） 

 

お問合せ先 ： 地域県民局地域整備部    課  

                    電話   （   ）  

注 事務処理の都合上、納付と行き違いとなる場合がありますので御了承ください。 

（※催告書の納付期限は、催告書を送付する日の翌日から１月目とする。） 



 

 

第３号様式（第２条関係） 

 

 

 

  滞納家賃誓約書 

 

 

 

１ 私は、次の県営住宅（以下「本件県営住宅」という。）（特定公共賃貸住宅（以下「本件特定

公共賃貸住宅」という。））について、別紙のとおりの滞納家賃       円の支払義務の

あることを認めます。 

（１） 所 在 地 

（２） 名 称 

（３） 住宅の番号 

 

２ 私は、前項の滞納額を、別紙のとおり支払うことを誓約します。 

 

３ 私は    年  月分からの本件県営住宅（本件特定公共賃貸住宅）の家賃は、毎月末日

までに、その月分を納付することを誓約します。 

 

４ 私は、前３項の誓約事項に違反したときは、本件県営住宅（本件特定公共賃貸住宅）の入居承

認を取り消されても異議を申し立てず、かつ、本件県営住宅（本件特定公共賃貸住宅）を直ちに

明け渡します。 

 

 

 

年  月  日 

 

 

 

青森県知事          殿 

 

 

 

                住  所 

 

                氏  名           

 



 

 

別紙 

１ 滞納家賃の額          円 

２ 滞納家賃の内訳 

滞納年月 

（年、月） 
家賃の額（Ａ） 既納入済額（Ｂ） 

滞納額（Ｃ） 

（Ａ）－（Ｂ） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合  計    

 

３ 分割納付 

   年  月から  年  月まで毎月末日までに    円 

    年  月から  年  月まで毎月末日までに    円 

     年   月から  年  月まで毎月末日までに     円 

      年  月末日までに    円 



 

 

第４号様式（第２条関係）その１ 催告書の納付期限までに納付しない滞納者用                      

                                第      号 

  年  月  日 

 

 

               殿 

 

地域県民局長 

 

 

 

呼 出 状 

 

あなたが滞納している県営住宅（特定公共賃貸住宅）の家賃については、既に『県営住

宅（特定公共賃貸住宅）家賃未納通知書』及び『県営住宅（特定公共賃貸住宅）滞納家賃

納付催告書』により通知したところですが、いまだに滞納家賃の全額が納付されていませ

ん。 

つきましては、家賃を滞納している事情をお聞きし、今後の滞納家賃の納付方法等につ

いて御相談したいので、    年  月  日  時に、本状持参の上、必ず    ま

で来所ください。 

なお、滞納している家賃の納付もなく、連絡もないときは、連帯保証人に滞納家賃の支

払を請求するほか、住宅の明渡し及び滞納家賃全額の支払を求める訴訟を提起することも

ありますので、念のため申し添えます。 

 

記 

 

１ 滞納家賃  金       円（    年  月  日現在） 

２ 滞納期間         年  月から 

          年  月まで（滞納月数  か月分） 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 ： 地域県民局地域整備部    課  

                    電話   （   ）     

注 事務処理の都合上、納付と行き違いとなる場合がありますので御了承ください。 



 

 

第４号様式（第２条関係）その 2 誓約書提出後未納の滞納者用                      

                                第      号 

  年  月  日 

 

 

               殿 

 

地域県民局長 

 

 

 

呼 出 状 

 

あなたは、 年 月 日に誓約書を提出しておりますが、誓約書どおりに滞納家賃が支

払われていません。 

つきましては、家賃を滞納している事情をお聞きし、今後の滞納家賃の納付方法等につ

いて御相談したいので、    年  月  日  時に、本状持参の上、必ず    ま

で来所ください。 

また、連帯保証人には、あなたが滞納家賃を納付するよう、その指導を依頼しました。

なお、滞納している家賃の納付もなく、連絡もないときは、連帯保証人に滞納家賃の支払

を請求するほか、住宅の明渡し及び滞納家賃全額の支払を求める訴訟を提起することもあ

りますので、念のため申し添えます。 

 

記 

 

１ 滞納家賃  金       円（    年  月  日現在） 

２ 滞納期間         年  月から 

          年  月まで（滞納月数  か月分） 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 ： 地域県民局地域整備部    課  

                    電話   （   ）     

 

注 事務処理の都合上、納付と行き違いとなる場合がありますので御了承ください。 



 

 

第４号様式（第２条関係）その３ 和解条項不履行者用                      

                                第      号 

  年  月  日 

 

 

               殿 

 

地域県民局長 

 

 

 

呼 出 状 

 

あなたは、 年 月 日     裁判所において青森県との間で滞納家賃の支払について和

解をしましたが、その後、この約束（和解条項）が守られていません。 

つきましては、家賃を滞納している事情をお聞きし、今後の滞納家賃の納付方法等について御

相談したいので、    年  月  日  時に、本状持参の上、必ず    まで来所くだ

さい。 

なお、滞納している家賃の納付もなく、連絡もないときは、連帯保証人に滞納家賃の支払を請

求するほか、住宅の入居承認を取り消し、明渡しの強制執行を行うこともありますので、念のた

め申し添えます。 

 

記 

 

１ 滞納家賃  金       円（    年  月  日現在） 

２ 滞納期間         年  月から 

          年  月まで（滞納月数  か月分） 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 ： 地域県民局地域整備部    課  

                    電話   （   ）     

 

注 事務処理の都合上、納付と行き違いとなる場合がありますので御了承ください。 



 

 

第５号様式（第３条関係） 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）家賃滞納整理票 

団 地 名 住宅番号 入居年月日 退去年月日 氏   名 Ｔ Ｅ Ｌ 

 
     

勤務先  勤務先ＴＥＬ  

入居者及び同居者の状況（病気の有無、障害の等級等） 

収入の状況（生活保護、仕送り、減免等） 

債務の状況 

特記事項 

滞納原因 低所得 病気 事故 失業・倒産 借金返済 教育費 納入不注意 浪費 その他 

 保証人名 続柄 保証人住所 保証人連絡先 

保証人１     

保証人２     

保証人に関する状況等 

退去の状況  

 

 



 

 

年 月 日 指導方法 指 導 事 項 担当 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 



 

 

第６号様式（第６条関係）その１ 呼び出しに応じない滞納者用 

年  月  日 

 

 

団 地 名 

住 戸 番 号 

入居者氏名             様 

 

 

滞納家賃について 

 

 本日、あなたが滞納している家賃のことでお伺いしましたが不在でした。 

 県では、これまであなたに催告書や呼出状を送付してきましたが、納付についての誠意

が見られません。 

 ついては、直ちに下記のところまで来所又は連絡をするよう要請します。 

 なお、来所又は連絡がない場合は、県営住宅の明渡しを請求することとします。 

 

 

 

 

 

 

                     連絡先   

所在地 ○○○○○○ 

 

地域県民局地域整備部 

                              課 担当○○ 

 

                          電 話   

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第６号様式（第６条関係）その２ その他滞納者用 

年  月  日 

 

 

団 地 名 

住 戸 番 号 

入居者氏名             様 

 

 

滞納家賃について 

 

 本日、あなたが滞納している家賃のことでお伺いしましたが不在でした。 

 つきましては、滞納家賃のことでお話がありますので必ず下記のところまで来所又は連

絡をしてください。 

  

 

 

 

 

 

 

                     連絡先   

所在地 ○○○○○○ 

 

地域県民局地域整備部 

                              課 担当○○ 

 

                          電 話   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第７号様式（第８条関係）その１ 誓約書提出後未納の場合以外用 

第     号 

  年  月  日 

 

 

 

                殿 

 

 

 

                        地域県民局長 

 

 

 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）滞納家賃の納付指導について（通知） 

 

 

あなたが連帯保証人となっている県営住宅（特定公共賃貸住宅）   団地   棟   

号に入居している（入居していた）       は、現在下記のとおり家賃を滞納して

います。 

入居者(退去した者にあっては氏名を記載)には、滞納家賃を納付するよう文書にて通知

していますが、連帯保証人であるあなたからも、入居者（退去した者にあっては氏名を記

載）が速やかに滞納家賃を納付するよう指導してください。 

なお、滞納家賃全額の納付がない場合は、連帯保証人であるあなたに滞納家賃の支払を

請求することもあります。 

 

 

記 

１ 滞納家賃  金       円（    年  月  日現在） 

２ 滞納期間         年  月から 

          年  月まで（滞納月数  か月分） 

 

 

お問合せ先 ： 地域県民局地域整備部    課  

                    電話   （   ）    

 

注 事務処理の都合上、納付と行き違いとなる場合がありますので御了承ください。



 

 

第７号様式（第８条関係）その２ 誓約書提出後未納の場合用 

第     号 

  年  月  日 

 

 

 

                殿 

 

 

 

                        地域県民局長 

 

 

 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）滞納家賃の納付指導について（通知） 

 

 

あなたが連帯保証人となっている県営住宅（特定公共賃貸住宅）   団地   棟   

号に入居している（入居していた）       は、下記の滞納家賃について青森県と

の間で分割納付する約束をしていますが約束どおり納付されていません。 

入居者(退去した者にあっては氏名を記載)には、滞納家賃の分割納付がされていない旨

通知したところですが、連帯保証人であるあなたからも、入居者（退去した者にあっては

氏名を記載）が速やかに滞納家賃を納付するよう指導してください。 

なお、納付がない場合は、連帯保証人であるあなたに滞納家賃の支払を請求することも

あります。 

 

 

記 

１ 滞納家賃  金       円（    年  月  日現在） 

２ 滞納期間         年  月から 

          年  月まで（滞納月数  か月分） 

 

 

お問合せ先 ： 地域県民局地域整備部    課  

                    電話   （   ）    

 

注 事務処理の都合上、納付と行き違いとなる場合がありますので御了承ください。



 

 

第８号様式（第９条関係） 

第     号 

  年  月  日 

 

 

 

                殿 

 

 

                        地域県民局長 

 

 

連帯保証債務履行請求書 

 

 

あなたが連帯保証人となっている県営住宅（特定公共賃貸住宅）  団地  棟  号

に入居している（入居していた）       は、現在下記のとおり家賃を滞納してい

ますが、再三の納付指導にもかかわらず、いまだ納付していません。 

このため、同人の連帯保証人であるあなたに対し、※     年  月  日までに下

記滞納家賃を支払うよう請求します。 

 

 

 

記 

 

１ 滞納家賃  金       円（    年  月  日現在） 

２ 滞納期間         年  月から 

          年  月まで（滞納月数  か月分） 

 

 

 

 

 

お問合せ先 ： 地域県民局地域整備部    課  

                    電話   （   ）   

 

注 事務処理の都合上、納付と行き違いとなる場合がありますので御了承ください。 

（※納付期限は、連帯保証債務履行請求書を送付する日の翌日から 1月目とする。）



 

 

第９号様式（第１１条関係） 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）明渡請求対象者名簿 

    年  月  日現在 

 

番

号 
住所 氏名 

滞納月数 

（月） 

滞納金額 

（円） 
滞納整理実施経過 

滞納状況 
生活保護 

の受給の

有無 

減免の状況 

誓約書の

提出の有

無 

誓約書の

遵守状況 

減免基 

準該当 

減免 

決定 

減免 

対象外 

            

            

            

            

            



 

 

第 １ ０ 号 様 式 （ 第 １ ２ 条 関 係 ）  

第    号  

 年  月  日  

 

住 所       

氏 名            殿  

 

          〇 〇 市 〇 〇 〇 丁 目 〇 〇 番 地  

          〇 〇 地 域 県 民 局 長  〇 〇  〇 〇  

 

最   終   催   告   書  

 

あ な た は 、 現 在 下 記 の と お り 県 営 住 宅 （ 特 定 公 共 賃 貸 住

宅 ） の 家 賃 を 滞 納 し て お り 、 再 三 の 催 告 に も か か わ ら ず 、

い ま だ に 納 付 し て い ま せ ん 。  

※   年   月   日 ま で に 滞 納 家 賃 の 全 額 を 納 付 し て

く だ さ い 。  

納 付 期 限 ま で に 納 付 が な い 場 合 は 、 公 営 住 宅 法 第 ３ ２ 条

第 １ 項 （ 青 森 県 県 営 住 宅 条 例 第 ２ ８ 条 の ２ に お い て 準 用 す

る 公 営 住 宅 法 第 ３ ２ 条 第 １ 項 、 青 森 県 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 条



 

 

例 第 ２ ０ 条 第 １ 項 ） の 規 定 に 基 づ き 、 住 宅 の 明 渡 し の 請 求

を す る こ と に な り ま す 。  

 

記  

１  滞 納 家 賃   金      円  

（     年   月   日 現 在 ）  

２  滞 納 期 間      年   月 分 か ら  

年   月 分 ま で 合 計   月 分  

〇 〇 地 域 県 民 局 地 域 整 備 部   

〇 〇 〇 〇  

Ｔ Ｅ Ｌ  〇 〇 〇 〇 － 〇 〇 － 〇 〇 〇 〇  

注  事 務 処 理 の 都 合 上 、 納 付 と 行 き 違 い と な る 場 合 が あ り

ま す の で 御 了 承 く だ さ い 。  

（ ※ 納 付 期 限 は 、 最 終 催 告 書 を 送 付 す る 日 の 翌 日 か ら

1 月 目 と す る 。 ）  

 

 

 

 



 

 

第 １ １ 号 様 式 （ 第 １ ３ 条 関 係 ）  

 

 

和   解   同   意   書  

 

 

１  私 は 、次 の 県 営 住 宅（ 以 下「 本 件 県 営 住 宅 」と い う 。）

（ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 （ 以 下 「 本 件 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 」 と

い う 。 ） ） に つ き 、     年   月 分 か ら     年      

月 分 ま で の 滞 納 家 賃     円 の 支 払 義 務 の あ る

こ と を 認 め ま す 。  

（ １ ） 所 在 地 

（ ２ ） 名 称 

（ ３ ） 住 宅 の 番 号  

２  私 は 本 件 県 営 住 宅（ 本 件 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ）の 家 賃 に

つ い て 、 次 の と お り 支 払 う こ と と し て 訴 え 提 起 前 の 和

解 に 応 じ 、 簡 易 裁 判 所 指 定 の 日 時 に 出 頭 い た し ま す 。     

な お 、私 本 人 が 出 頭 で き な い 場 合 は 、配 偶 者 か そ れ に

代 わ る 者 を 代 理 出 頭 さ せ ま す  

（ １ ） 私 は 、 前 項 の 滞 納 額 を 、 次 の と お り 納 付 し ま す 。  

  年  月 か ら  年  月 ま で 毎 月 末 日 ま で に    円  

  年  月 か ら  年  月 ま で 毎 月 末 日 ま で に    円  

  年  月 か ら  年  月 ま で 毎 月 末 日 ま で に    円  

   年  月 末 日 ま で に    円  

（ ２ ）私 は   年   月 分 か ら の 本 件 県 営 住 宅（ 本 件 特 定

公 共 賃 貸 住 宅 ） の 家 賃 は 、 毎 月 末 日 ま で に 、 そ の 月 分

を 納 付 し ま す 。  

 

年   月   日  

 

青 森 県 知 事           殿  

               

住   所  

 

氏   名           

 



 

 

第１２号様式（第１３条関係） 

和 解 対 象 者 名 簿 

年  月  日現在 

 

番

号 
住所 氏名 

滞納月数 

（月） 

滞納金額 

（円） 
滞納整理実施経過 

県処理経過 

処理事項 年月日 経過 

         

         

         

         

         

         



 

 

第 １ ３ 号 様 式 （ 第 １ ４ 条 関 係 ）  

 第       号  

 年   月   日  

住 所      

氏 名              殿  

 

青 森 市 長 島 一 丁 目 1 番 1 号  

           青 森 県 知 事        

 

明  渡  請  求  書  

 

あ な た に 入 居 承 認 し た 県 営 住 宅（ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ）

の 家 賃 に つ い て 、  年  月  日 付 け   第   号 で 催

告 し た に も か か わ ら ず 、    年  月  日 現 在 で 下 記

の と お り 滞 納 と な っ て い ま す 。  

よ っ て 、 公 営 住 宅 法 第 ３ ２ 条 第 １ 項 （ 青 森 県 県 営 住

宅 条 例 第 ２ ８ 条 の ２ に お い て 準 用 す る 公 営 住 宅 法 第 ３

２ 条 第 １ 項 、 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 条 例 第 ２ ０ 条 第 １ 項 ）

の 規 定 に よ り 、 県 営 住 宅 （ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ） の 入 居

承 認 を 取 り 消 し 、 明 渡 し を 請 求 す る の で 、 ※    年  



 

 

月  日 ま で に お い て 適 正 に 退 去 手 続 を 行 っ た 上 、 退 去

し て く だ さ い 。  

な お 、 期 日 ま で に 退 去 さ れ な い 場 合 は 、 明 渡 請 求 等

の 訴 訟 を 提 起 す る と と も に 、    年  月  日 か ら 当

該 県 営 住 宅 （ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ） の 明 渡 し を 行 う 日 ま

で の 期 間 に つ い て 、 毎 月 、 近 傍 同 種 の 住 宅 の 家 賃 の 額

の 2 倍 に 相 当 す る 金 額 （     円 ）（ 家 賃 の 額 の ２ 倍

に 相 当 す る 金 額 （     円 ）） を 徴 収 す る の で 、 念 の

た め 申 し 添 え ま す 。  

記  

１  滞 納 家 賃   金     円  

（    年  月  日 現 在 ）  

２  滞 納 期 間     年  月 分 か ら  

年  月 分 ま で 合 計  月 分  

県 土 整 備 部 建 築 住 宅 課  

住 宅 政 策 グ ル ー プ  

Ｔ Ｅ Ｌ  0 1 7 － 7 3 4 － 9 6 9 2  

 

注  事 務 処 理 の 都 合 上 、 納 付 と 行 き 違 い と な る 場 合 が

あ り ま す の で 御 了 承 く だ さ い 。  

（ ※ 退 去 期 限 は 、 原 則 と し て 明 渡 請 求 書 を 送 付 す る 日

の 翌 日 か ら 1 月 経 過 し た 日 が 属 す る 月 の 末 日 と す る 。） 



 

 

第１４号様式（第１７条関係） 

 和 解 条 項 不 履 行 者 名 簿 

年  月  日現在 

 

番

号 
住所 氏名 

滞納月数 

（月） 

滞納金額 

（円） 
滞納整理実施経過 

県処理経過 

処理事項 年月日 経過 

         

         

         

         

         

         



 

 

第１５号様式（第１８条関係） 

 

 第      号 

 年  月  日 

 

住所     

氏名             殿 

 

青森市長島一丁目1番1号 

                     青森県知事       

 

明 渡 請 求 書 

 

あなたは、  年  月  日     裁判所において青森県との間で滞納家賃の支払につ

いて和解をしましたが、その後、この和解条項が守られていません。 

したがって、この和解条項に基づき、県営住宅（特定公共賃貸住宅）の入居承認を取り消し、明

渡しを請求するので、※   年  月  日までにおいて適正に退去手続を行った上、退去して

ください。 

なお、期日までに退去されない場合は、裁判所に対して強制執行の申立てを行うことになるほ

か、  年  月  日から当該県営住宅（特定公共賃貸住宅）の明渡しを行う日までの期間に

ついて、毎月、近傍同種の住宅の家賃の額（    円）の 2 倍に相当する金額（    円）

（家賃の額の２倍に相当する金額（    円））を徴収するので、念のため申し添えます。 

記 

１ 和解条項違反の内容 

 

２ 滞納家賃  金    円 

（   年 月 日現在） 

３ 滞納期間    年 月分から 

年 月分まで合計 月分 

 

 

県土整備部建築住宅課 

住宅政策グループ 

ＴＥＬ 017－734－9692 

注 事務処理の都合上、納付と行き違いとなる場合がありますので御了承ください。 

（※退去期限は、原則として明渡請求書を送付する日の翌日から 1 月経過した日が属する月の末

日とする。） 



 

 

第１６号様式（第２０条関係） 

 

 

 

  債   務   承   認   書 

 

 

 

１ 私は、次の県営住宅（以下「本件県営住宅」という。）（特定公共賃貸住宅（以下「本件特定

公共賃貸住宅」という。））について、別紙の滞納家賃       円の支払義務のあること

を認めます。 

 

（１） 所 在 地 

 

（２） 名 称 

 

（３） 住宅の番号 

 

 

２ 私は、別紙の滞納家賃の一部を弁済した場合、改めて残りの滞納家賃の支払い義務があるこ

とを認めたものとします。 

 

 

 

 

年  月  日 

 

 

 

青森県知事          殿 

 

 

 

                住  所 

 

                氏  名            



 

 

別紙 

 

１ 滞納家賃の額          円 

 

２ 滞納家賃の内訳 

滞納年月 

（年、月） 
家賃の額（Ａ） 既納入済額（Ｂ） 

滞納額（Ｃ） 

（Ａ）－（Ｂ） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合  計    

 



 

 

 

 

 

５  青森県県営住宅等駐車場使用料滞納整理事務処理要領 

 

  



 

 

青森県県営住宅等駐車場使用料滞納整理事務処理要領  

 

（趣旨）  

第１条  この要領は、県営住宅（青森県県営住宅条例（昭和３６年１２月青

森県条例第６９号。以下「県営住宅条例」という。）第２条第１号に規定

する県営住宅をいう。以下同じ。）の駐車場及び特定公共賃貸住宅（青 森

県特定公共賃貸住宅条例（平成９年３月青森県条例第６号。以下「特定公

共賃貸住宅条例」という。）第２条第１号に規定する特定公共賃貸住宅を

いう。以下同じ。）の駐車場（以下「駐車場」という。）の使用料（以下

「駐車場使用料」という。）を滞納している者（以下「滞 納者」という。）

に係る滞納整理の事務処理について、必要な事項を定めるものとする。  

 

（未納通知書等の送付）  

第２条  地域県民局長（以下「局長」という。）は、毎月、滞納者に対し、

県営住宅（特定公共賃貸住宅）駐車場使用料未納通知書（第１号様式）を

送付するものとする。ただし、県営住宅（特定公共賃貸住宅）駐車場使用

料未納通知書の発行業務を指定管理者に委託 した場合は、委託を受けた指

定管理者が送付するものとし、青森県県営住宅連帯保証人及び家賃債務保

証 業 者 事 務 取 扱 要 綱 第 ６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 知 事 の 承 認 を 受 け た 家 賃

債 務 保 証 業 者 が 滞 納 者 に 代 位 し て 駐 車 場 使 用 料 を 負 担 し た 場 合 は 送 付 し

ない。  

２  局長は、駐車場使用料の滞納月数が２か月 分に達した滞納者に対し、県

営住宅（特定公共賃貸住宅）滞納駐車場使用料納付催告書（第２号様式 。

以下「催告書」という。 ）を送付するものとする。 ただし、滞納月数が 1

か月分の滞納者 についても、滞納駐車場使用料が過年度分となって 1 年を

経過した場合は、催告書を送付するものとする 。  

３  前項の規定にかかわらず、 滞納駐車場使用料納付 誓約書（第３号様式 。

以下「誓約書」という。）に基づき誠実に債務を履行している滞納者につ

いては、催告書を送付しないものとする。  

４  局長は、催告書に記載した納付期限までに滞納 駐車場使用料を納付しな



 

 

い滞納者又は誓約書の誓約事項に違反している滞納者に対し、呼出状（第

４号様式）を送付するものとする。  

 

 

（県営住宅等駐車場使用料滞納整理票の作成）  

第３条  局長は、駐車場使用料を２か月 分以上滞納している滞納者 及び滞納

駐車場使用料が 1 か月分の滞納者で、前条第２項の規定に基づき催告書を

送付したものについては、県営住宅（特定公共賃貸住宅）駐車場使用料滞

納整理票（第 ５号様式。以下「整理票」という。）を作成しなけ ればなら

ない。  

２  前項の整理票は、滞納者ごとにこれを作成し、催告した時期、納付指導

の経緯その他滞納整理の状況を記録し、関係書類とともに整理しておかな

ければならない。  

 

（納付指導の方法）  

第４条  局長は、滞納者その他必要がある 者に対し、電話、文書、訪問又は

呼 び 出 し に よ り 、 滞 納 し て い る 駐 車 場 使 用 料 の 納 付 指 導 を 行 う も の と す

る。  

２  前項の納付指導は、次に掲げる事項に留意して行わなければならない。 

（１）当月分の駐車場使用料は、原則として、納入通知書又は口座振替によ

り、納付期限内に納付するよう指導すること。  

（２）滞納している駐車場使用料 を一括して納付することが困難と認められ

る滞納者については、分割納付 をするよう指導すること。  

（３）駐車場使用料を長期間滞納しないよう指導すること。この場合におい

て、使用料を３か月 分以上滞納した場合は、県営住宅条例第３１条第３

号 及 び 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 条 例 第 ２ ３ 条 第 ３ 号 の 規 定 に 基 づ き 駐 車 場 の

利用の承認を取り消すことがあることを説明すること。  

（４）県営住宅条例第３０第２項に規定する駐車場使用料の減免の制度があ

ることを説明すること。この場合において、青森県県営住宅家賃等の減

免及び徴収猶予 に関する要領（昭和５５年１１月１２日制定）に定める



 

 

駐車場使用料の減免の基準に該当すると思われる滞納者については、当

該申請をするよう指導すること。  

（５）口座振替による駐車場使用料の納付を勧奨すること。  

（６）県営住宅又は特定公共賃貸住宅を 退 去 し た 滞 納 者 に つ い て は 、 戸 籍 、

住 民 票 等 に よ り 、 そ の 現 住 所 を 確 認 の 上 、 納 付 指 導 を す る こ と 。 た だ

し 、 滞 納 駐 車 場 使 用 料 の 収 納 、 自 主 的 納 付 の 勧 奨 、 居 所 不 明 者 に 係 る

住 所 等 の 調 査 業 務 等 を 受 託 し た 債 権 回 収 会 社 が 処 理 す る 場 合 は 、 こ の

限 り で な い 。  

（ ７ ） 不 在 期 間 が 長 期 に わ た る 者 、 催 告 書 等 の 郵 便 物 が 転 居 先 不 明 等 の 理

由 で 返 戻 さ れ た 者 そ の 他 県 営 住 宅 又 は 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 を 無 断 で 退 去

し た と 思 わ れ る 滞 納 者 に つ い て は 、 県 営 住 宅 無 断 退 去 に 関 す る 手 引 に

基 づ き 処 理 す る こ と 。  

 

（電話による納付指導）  

第５条  局長は、電話による納付指導は、前条第２項各号に掲げる事項のほ

か、次に掲げる事項に留意して行わなければならない。  

（１）駐車場使用料を２か月分以上滞納している滞納者については、必要に

応じて行うこと 。  

（２）誓約書の誓約事項に違反している滞納者については、必要に応じて行

うこと。  

（３）呼出状による呼び出しに応じ ない滞納者については、速やかに呼び出

しに応じるよう指導すること。  

 

（臨戸訪問等による納付指導）  

第６条  局長は、呼出状若しくは電話による呼び出しに応じない滞納者で必

要 が あ る と 認 め ら れ る 場 合 又 は そ の 他 必 要 が あ る と 認 め ら れ る 滞 納 者 に

ついては、臨戸訪問による納付指導を行うものとする。  

２  前項の納付指導は、原則として、２名以上の職員により行わなければな

らない。  

３  第１項の納付指導を行う職員は、身分証明書を携帯し、関係人の請求が



 

 

あるときは、これを提示しなければならない。  

４  第１項の納付指導を行う職員は、訪問し た際に当該滞納者が不在のとき

は、不在時文書（滞納駐車場使用料について）（第６号様式）を 戸口に投

函するものとする 。  

 

（誓約書の提出の要求）  

第７条  局長は、滞納者のうち滞納している駐車場使用料を一括して納付す

ることが困難と認められる 者については、誓約書を提出するよう求めるも

のとする  。  

 

（生活保護受給者への納付指導）  

第８条  局長は、滞納者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条

第１項に規定する被保護者（以下「被保護者」という。）である場合は、

第４条から前条までの規定による納付指導を行うほか、必要に応じてその

担当の社会福祉主事に納付指導の協力を依頼するものとする 。  

 

（駐車場の利用の承認の取消し）  

第９条  局長は、駐車場使用料を３か月 分以上滞納している滞納者で、第４

条から前条までの納付指導を行ったにもかかわらず、滞納駐車場使用料を

納付しない者については、県営住宅条例第３１条第３号及び特定公共賃貸

住 宅 条 例 第 ２ ３ 条 第 ３ 号 の 規 定 に 基 づ き 駐 車 場 の 利 用 の 承 認 を 取 り 消 す

こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 駐 車 場 明 渡 請 求 書 （ 第 ７ 号 様 式 ） は

内 容 証 明 郵 便 物 及 び 配 達 証 明 郵 便 物 に よ り 送 付 し な け れ ば な ら な い 。  

２  局 長 は 、 前 項 に よ り 駐 車 場 の 利 用 の 承 認 を 取 り 消 し た 場 合 は 、 当 該 駐

車 場 の 区 画 を 不 法 に 占 用 さ れ る こ と の な い よ う に し な け れ ば な ら な い 。  

 

（ 時 効 中 断 措 置 等 ）  

第１０条  局長は、駐車場使用料を滞納している滞納者に対し、駐車場使用

料の消滅時効期間を勘案して適宜、債務承認書（第 ８号様式）を提出する

よう求めるものとする 。  



 

 

２  局長は、滞納者から第 7 条の誓約書若しくは前項の債務承認書の提出が

あったとき、又はその他時効中断事由が生じたときは、整理票に記録しな

ければならない。  

 

附  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 １ ７ 年  ７ 月 １ ９ 日 よ り 施 行 す る 。  

附  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 １ ９ 年  ５ 月  ２ 日 よ り 施 行 す る 。  

附  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ３ 年  ３ 月 ２ ９ 日 よ り 施 行 す る 。  

附  則  

 こ の 要 領 は 、 平 成 ２ ６ 年 ４ 月 １ 日 よ り 施 行 す る 。  

附  則  

 こ の 要 領 は 、 令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ２ 日 よ り 施 行 す る 。  

 



 

 

第１号様式（第２条関係）その１ 地域県民局用 

  年  月  日 

 

 

          殿 

 

 

地域県民局長 

 

 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）駐車場使用料未納通知書 

 

あなたは、現在下記のとおり県営住宅（特定公共賃貸住宅）の駐車場の使用料を滞納

していますので、速やかに納付してください。 

 

記 

 

滞納調査年月日      年  月  日 

年度 

４月 円 ５月 円 ６月 円 

７月 円 ８月 円 ９月 円 

１０月 円 １１月 円 １２月 円 

１月 円 ２月 円 ３月 円 

 月数 合計 

    年度以前 月数 合計 

滞納金額  

注１ 駐車場の使用料を滞納したときは、青森県県営住宅条例第３１条第３号（青森県

特定公共賃貸住宅条例第２３条第３号）の規定に基づき、駐車場の利用の承認を取

り消すことがあります。 

２ 滞納調査日以降に駐車場の使用料を納付された場合は、この通知書と行き違いと

なる場合がありますので御了承ください。 

３ この通知書の内容について御不明な点等がある場合は、下記問合せ先まで御連絡

ください。 

 

 

お問合せ先 ： 地域県民局地域整備部    課  

                    電話   （   ）     



 

 

第１号様式（第２条関係）その２ 指定管理者用 

  年  月  日 

 

 

          殿 

 

 

県営住宅等指定管理者 

 ○○○○○ 

 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）駐車場使用料未納通知書 

 

あなたは、現在下記のとおり県営住宅（特定公共賃貸住宅）の駐車場の使用料を滞納

していますので、速やかに納付してください。 

 

記 

 

滞納調査年月日      年  月  日 

年度 

４月 円 ５月 円 ６月 円 

７月 円 ８月 円 ９月 円 

１０月 円 １１月 円 １２月 円 

１月 円 ２月 円 ３月 円 

 月数 合計 

    年度以前 月数 合計 

滞納金額  

注１ 駐車場の使用料を滞納したときは、青森県県営住宅条例第３１条第３号（青森県

特定公共賃貸住宅条例第２３条第３号）の規定に基づき、駐車場の利用の承認を取

り消すことがあります。 

２ 滞納調査日以降に駐車場の使用料を納付された場合は、この通知書と行き違いと

なる場合がありますので御了承ください。 

３ この通知書の内容について御不明な点等がある場合は、下記問合せ先まで御連絡

ください。 

 

 

お問合せ先 ：県営住宅等指定管理者  ○○○○ 

電話   （   ）  



 

 

第２号様式（第２条関係） 

 第     号 

  年  月  日 

 

               殿 

 

                   地域県民局長 

 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）滞納駐車場使用料納付催告書 

 

あなたが滞納している県営住宅（特定公共賃貸住宅）の駐車場の使用料については、既

に『県営住宅（特定公共賃貸住宅）駐車場使用料未納通知書』により通知したところです

が、いまだに納付されていません。 

 滞納している駐車場の使用料の額は、現在下記のとおりとなっていますので、※   年 

  月  日までに滞納している駐車場使用料の全額を納付してください。 

 なお、上記納付期限までに納付がない場合は、青森県県営住宅条例第３１条第３号（青

森県特定公共賃貸住宅条例第２３条第３号）の規定に基づき、駐車場の利用の承認を取り

消すこともありますので、念のため申し添えます。 

記 

１ 滞納駐車場使用料   金       円（    年  月  日現在） 

２ 滞納期間         年  月から 

          年  月まで（滞納月数  か月分） 

お問合せ先 ： 地域県民局地域整備部    課  

                    電話   （   ）  

注 事務処理の都合上、納付と行き違いとなる場合がありますので御了承ください。 

（※催告書の納付期限は、催告書を送付する日の翌日から１月目とする。） 



 

 

第３号様式（第２条関係） 

 

  滞納駐車場使用料納付誓約書 

 

１ 私は、県営住宅（以下「本件県営住宅」という。）（特定公共賃貸住宅（以下「本件

特定公共賃貸住宅」という。））の駐車場の使用料について、別紙のとおりの滞納駐車

場使用料       円の支払義務のあることを認めます。 

２ 私は、前項の滞納額を、別紙のとおり支払うことを誓約します。 

３ 私は    年  月分からの本件県営住宅（本件特定公共賃貸住宅）の駐車場使用

料は、毎月末日までに、その月分を納付することを誓約します。 

 

年  月  日 

 

青森県知事          殿 

 

 

                住  所 

 

                氏  名           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙 

１ 滞納駐車場使用料の額          円 

２ 滞納駐車場使用料の内訳 

滞納年月 

（年、月） 

駐車場使用料の額

（Ａ） 
既納入済額（Ｂ） 

滞納額（Ｃ） 

（Ａ）－（Ｂ） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合  計    

 

３ 分割納付 

   年  月から  年  月まで毎月末日までに    円 

    年  月から  年  月まで毎月末日までに    円 

     年   月から  年  月まで毎月末日までに     円 

      年  月末日までに    円 

 



 

 

第４号様式（第２条関係）その１ 催告書の納付期限までに納付しない滞納者用                      

                                第      号 

  年  月  日 

 

 

               殿 

 

地域県民局長 

 

 

 

呼 出 状 

 

 

あなたが滞納している県営住宅（特定公共賃貸住宅）の駐車場使用料については、既に

『県営住宅（特定公共賃貸住宅）駐車場使用料未納通知書』及び『県営住宅（特定公共賃

貸住宅）滞納駐車場使用料納付催告書』により通知したところですが、いまだに滞納駐車

場使用料の全額が納付されていません。 

つきましては、駐車場使用料を滞納している事情をお聞きし、今後の滞納駐車場使用料

の納付方法等について御相談したいので、    年  月  日  時に、本状持参の

上、必ず    まで来所ください。 

 

記 
 

１ 滞納駐車場使用料  金       円（    年  月  日現在） 

２ 滞納期間         年  月から 

          年  月まで（滞納月数  か月分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 ： 地域県民局地域整備部    課  

                    電話   （   ）     

 

 

注 事務処理の都合上、納付と行き違いとなる場合がありますので御了承ください。 



 

 

第４号様式（第２条関係）その２ 誓約書提出後未納の滞納者用                      

                                第      号 

  年  月  日 

 

 

               殿 

 

地域県民局長 

 

 

 

呼 出 状 

 

 

あなたは、  年  月  日に誓約書を提出していますが、誓約書どおりに滞納駐車

場使用料額が支払われていません。 

つきましては、駐車場使用料を滞納している事情をお聞きし、今後の滞納駐車場使用料

の納付方法等について御相談したいので、    年  月  日  時に、本状持参の

上、必ず    まで来所ください。 

 

記 
 

１ 滞納駐車場使用料  金       円（    年  月  日現在） 

２ 滞納期間         年  月から 

          年  月まで（滞納月数  か月分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 ： 地域県民局地域整備部    課  

                    電話   （   ）     

 

 

注 事務処理の都合上、納付と行き違いとなる場合がありますので御了承ください。 



 

 

第５号様式（第３条関係） 

県営住宅（特定公共賃貸住宅）駐車場使用料滞納整理票 

部長 次長   課 員 

     

納付指導年月日 担 当 氏 名 納付指導方法 

年  月  日 印 来所 電話 訪問 

団 地 名 住 戸 番 号 氏 名 

  
 

滞 納 期 間 滞 納 金 額 

    年  月～    年  月 

のうち計  か月 
円 

滞納原因 低所得 ・ 病気 ・ 事故 ・ 失業 ・ 借金返済 ・ 教育費 ・ 納入不注意 ・ 浪費 

聞取内容  

指導内容  

特記事項  



 

 

第６号様式（第６条関係）その１ 呼び出しに応じない滞納者用 

 

年   月   日  

 

 

団  地  名  

住  戸  番 号  

入 居 者 氏 名      様  

 

 

 

滞 納 駐 車 場 使 用 料 に つ い て  

 

 

 本 日 、 あ な た が 滞 納 し て い る 駐 車 場 使 用 料 の こ と で

お 伺 い し ま し た が 不 在 で し た 。  

 県 で は 、 こ れ ま で あ な た に 催 告 書 や 呼 出 状 を 送 付 し

て き ま し た が 、 納 付 に つ い て の 誠 意 が 見 ら れ ま せ ん 。  

 つ い て は 、 直 ち に 下 記 の と こ ろ ま で 来 所 又 は 連 絡 を

す る よ う 要 請 し ま す 。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        連 絡 先    

             所 在 地  

 

地 域 県 民 局 地 域 整 備 部  

                 課  担 当 ○ ○  

         

電  話    



 

 

第６号様式（第６条関係）その２ その他滞納者用 

 

年   月   日  

 

 

団  地  名  

住  戸  番 号  

入 居 者 氏 名      様  

 

 

 

滞 納 駐 車 場 使 用 料 に つ い て  

 

 

 本 日 、 あ な た が 滞 納 し て い る 駐 車 場 使 用 料 の こ と で

お 伺 い し ま し た が 不 在 で し た 。  

 つ き ま し て は 、 滞 納 駐 車 場 使 用 料 の こ と で お 話 が あ

り ま す の で 必 ず 下 記 の と こ ろ ま で 来 所 又 は 連 絡 を し て

く だ さ い 。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

連 絡 先    

             所 在 地  

 

地 域 県 民 局 地 域 整 備 部  

                 課  担 当 ○ ○  

         

電  話    

 



 

 

第 ７ 号 様 式 （ 第 ９ 条 関 係 ）  

第      号  

  年   月   日  

住 所      

氏 名          殿  

 

〇 〇 市 〇 〇 〇 丁 目 〇 〇 番 地  

〇 〇 地 域 県 民 局 長  〇 〇  〇 〇  

 

県 営 住 宅 （ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ） 駐 車 場 明 渡 請 求 書  

 

あ な た に 利 用 承 認 し た 県 営 住 宅（ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ）

の 駐 車 場 の 使 用 料 に つ い て 、     年   月   日

付 け   第   号 で 催 告 し た に も か か わ ら ず 、     

 年   月   日 現 在 で 下 記 の と お り 滞 納 と な っ て い

ま す 。  

よ っ て 、 県 営 住 宅 条 例 第 ３ １ 条 第 ３ 号 （ 特 定 公 共 賃

貸 住 宅 条 例 第 ２ ３ 条 第 ３ 号 ） の 規 定 に よ り 、 県 営 住 宅

（ 特 定 公 共 賃 貸 住 宅 ） の 駐 車 場 の 利 用 の 承 認 を 取 り 消

し 、 明 渡 し を 請 求 す る の で 、     年   月   日



 

 

ま で に お い て 適 正 に 返 還 手 続 を 行 っ た 上 、 明 け 渡 し て

く だ さ い 。  

記  

１  滞 納 し て い る 駐 車 場 の 使 用 料  

  金      円（     年   月   日 現 在 ） 

２  滞 納 期 間  

    年   月 分 か ら  

年   月 分 ま で 合 計   月 分  

〇 〇 地 域 県 民 局 地 域 整 備 部  

〇 〇 〇 〇  

Ｔ Ｅ Ｌ  〇 〇 〇 〇 － 〇 〇 － 〇 〇 〇 〇  

 

 

 

 

 

 

 

注  事 務 処 理 の 都 合 上 、 納 付 と 行 き 違 い と な る 場 合 が

あ り ま す の で 御 了 承 く だ さ い 。  



 

 

第８号様式（第１０条関係） 

 

 

 

  債   務   承   認   書 

 

 

 

１ 私は、県営住宅（特定公共賃貸住宅）の駐車場の使用料について、下記の滞納駐車場使用

料        円の支払義務のあることを認めます。 

 

滞納年月 

（年、月） 

駐車場使用料の 

額（Ａ） 
既納入済額（Ｂ） 

滞納額（Ｃ） 

（Ａ）－（Ｂ） 

    

    

    

    

    

合  計    

 

２ 私は、上記滞納駐車場使用料の一部を弁済した場合、改めて残りの滞納駐車場使用料の支

払義務があることを認めたものとします。 

 

 

 

年  月  日 

 

 

青森県知事          殿 

 

 

 

                住  所 

 

                氏  名           



 

 

 

 

 

 

６  青森県県営住宅高額所得者明渡請求事務処理要領 

  



青森県県営住宅高額所得者明渡請求事務処理要領 

 

（趣 旨） 

第１条 この要領は，公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号。以下「法」という。）

及び公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号。以下「令」という。）並び

に青森県県営住宅条例（昭和３６年１２月青森県条例第６９号。以下「条例」と

いう。）及び青森県県営住宅規則（昭和３７年２月青森県規則第８号。以下「規

則」という。）に基づき、高額所得者に対して県営住宅の明渡請求を行い，県営

住宅の適正な管理を図るため必要な事項を定める。 

 

（高額所得者の定義） 

第２条 この要領において「高額所得者」とは，法第３４条の規定による報告等の

内容に基づき、又は条例第１０条の２第２項の規定により、収入が最近２年間引

き続き令第９条に規定する金額を超える入居者で当該県営住宅に引き続き５年

以上入居しているものであると知事が認定した者をいう。 

 

（高額所得者の認定通知） 

第３条 高額所得者として認定した旨の通知（以下「高額所得者の認定通知」とい

う。）を行う場合には，次の書類を送付して行うものとする。 

（１）高額所得者認定通知書（第１号様式又は規則第１０号様式） 

（２）高額所得者の明渡請求制度に対する理解を深めるための説明書 

 

（意見の申出及び認定の取消し） 

第４条 高額所得者の認定通知を受けた者は，その認定に関し意見を述べることが

できる。この場合において，意見の申出は，通知を受けた日から１月以内に意見

書（第２号様式又は規則第１１号様式）を提出することにより行うものとする。 

２ 知事は，意見書の提出があった場合は，意見の内容を審査し，当該意見に正当

な理由があると認めるときは，当該認定を取り消すとともに、その旨を高額所得

者認定取消通知書（第３号様式又は規則第１２号様式）により通知するものとす

る。 

 

（協議及び指導） 

第５条 地域県民局長（以下「局長」という。）は，第３条の規定により高額所得者

の認定通知を行った場合には，当該高額所得者に対し，面談等により，現に居住

する県営住宅の明渡しに関し必要な指導を行うものとする。 

２ 前項の指導に当たっては，明渡期日を明示させ，高額所得者の認定通知を行っ

た日から６月以内に明渡しを行う場合には，当該高額所得者から県営住宅明渡誓

約書（第４号様式）を徴するものとする。 

 



（明渡勧告） 

第６条 局長は，正当な理由なく前条第２項の期間内の明渡しに応じない高額所得

者に対し，県営住宅明渡勧告書（第５号様式。以下「明渡勧告書」という。）に

より，明渡期日を指定して明渡勧告を行うものとする。 

２ 前項の規定により指定する明渡期日（以下「指定明渡期日」という。）は，高額

所得者の認定通知を行った日から起算して，６月を経過した日とする。 

３ 局長は，明渡勧告を行った高額所得者について，指定明渡期日の到来前におい

て，入居者又はその同居者の死亡，失職，定年退職，離婚，転出等により収入が

令第９条に定める基準を超えなくなったときその他特に必要があると認めると

きは，当該明渡勧告を取り消すことができる。 

 

（住宅のあっせん） 

第７条 局長は，法第３０条第１項の規定に基づき，高額所得者に対し移転先のあ

っせんに努めるものとする。 

 

（明渡請求の対象者） 

第８条 局長は，次のいずれかに該当する高額所得者について，県営住宅明渡請求

対象者名簿（第６号様式）を作成し，知事に報告するものとする。 

（１）県営住宅明渡誓約書に示された明渡期日が過ぎても，正当な理由なく県営

住宅の明渡しをしない者 

（２）明渡勧告書に記載された指定明渡期日を過ぎても，正当な理由なく県営住

宅の明渡しをしない者 

 

（明渡請求） 

第９条 知事は，前条の規定により局長から報告があった高額所得者に対して，明

渡請求書（第７号様式）により，明渡請求を行うものとする。この場合において，

明渡請求書の送付は，内容証明及び配達証明郵便により送付しなければならない。 

２ 知事は，明渡請求書を送付したときは，局長に通知するものとする。 

 

（明渡期限） 

第１０条 明渡期限は，明渡請求書を送付する日の翌日から起算して，６月に明渡

請求書の送達までに要する期間として１週間を加えた期間が経過した日の属す

る月の末日とする。ただし，別記高額所得者明渡期限延長基準に照らし，請求後

の期限延長が明らかな場合には，あらかじめ延長期間を加えた日を明渡期限とす

ることができる。 

 

（明渡請求後の指導） 

第１１条 局長は，明渡請求を行った高額所得者に対し，明渡期限が到来するまで

の間，明渡義務を履行するよう随時，口頭又は文書により指導を行うものとする。 

２ 局長は，高額所得者が別記高額所得者明渡期限延長基準に該当するとき又は第



６条第３項に規定する事由があると認められるときは，速やかに知事に報告しな

ければならない。 

 

（明渡期限の延長） 

第１２条 明渡期限の延長は，別記高額所得者明渡期限延長基準により行うものと

する。 

２ 前項の規定により明渡期限を延長したときは，県営住宅明渡期限延長通知書（第

８号様式）を配達証明郵便により送付してその旨を通知するものとする。 

 

（明渡請求の取消し） 

第１３条 第６条第３項の規定は，明渡請求について準用する。この場合において，

同項中「局長」とあるのは「知事」と，「明渡勧告」とあるのは「明渡請求」と，

「指定明渡期日」とあるのは「明渡期限」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定により明渡請求を取り消したときは，県営住宅明渡請求取消通知書

（第９号様式）を配達証明郵便により送付してその旨を通知するものとする。 

 

（明渡期限経過後の措置） 

第１４条 知事は，明渡期限（期限の延長を行った場合は，その延長後の期限をい

う。）が到来したにもかかわらず，なお当該県営住宅を明け渡さない高額所得者

について，当該明渡期限後１月以内に県営住宅を明け渡すよう求める旨を記載し

た県営住宅明渡訴訟予告通知書（第１０号様式）を送付する。 

 

（明渡訴訟の提起） 

第１５条 知事は，明渡訴訟予告通知書が送付されたにもかかわらず，県営住宅の

明渡しを行わない高額所得者に対して，当該県営住宅の明渡しを求める訴えを提

起するものとする。 

 

（記録管理） 

第１６条 高額所得者の明渡請求に関する記録の管理は，高額所得者個人票（第 11

号様式）により行う。 

  

附 則 

この要領は，平成２１年１１月１７日から施行する。 

 

附 則 

この要領は，平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は，令和４年２月７日から施行する。 

 



別記  高額所得者明渡期限延長基準  

 

 左欄に掲げる区分に従い，それぞれ当該右欄に掲げる取扱いによるものと

する。  
 

区    分  取      扱      い  

県営住宅の入居者又はそ

の同居者が１月以上の入院

又は安静を要する病気にか

かり，又は事故により負傷

している場合 

 

病状により１年を限度として延長することができ

る。ただし，延長後の期限の到来時において， なお

延長事由が継続する場合は，再度延長することがで

きるものとする。 

県営住宅の入居者又はそ

の同居者が災害により著し

い損害を受けた場合 

 

災害により受けた損害の額が少なくとも公営住宅

法施行令第９条第１項に定める収入基準の３倍を超

える程度であることを要するものとし，損害の程度

及びその実情により１年を限度として延長すること

ができる。 

県営住宅の入居者又はそ

の同居者が高額所得者と認

定した日の属する年度の翌

年度末日までに定年退職す

る等の理由により，収入が

著しく減少することが予想

される場合 

定年退職する等の理由により収入が著しく減少す

る日の属する年度の末日まで延長することができ

る。 

 

その他特別の事情がある

場合 

県営住宅を明け渡すための具体的な計画が明渡期

限の到来までに提示され，これが適当であると認め

られる場合には，１年を限度として，その計画にお

ける明渡予定日まで延長することができる。 

 



第１号様式(第３条関係) 

 

年  月  日 

  団地名 

  住宅の番号     棟    号 

  県営住宅所在地 

  入居者氏名          殿 

 

青森県知事          印 

 

高額所得者認定通知書 

 

 公営住宅法第３４条の規定による報告等の内容に基づき、高額所得者として認定

したので通知します。 

 ついては、同法第 29 条第 1 項(青森県県営住宅条例第 28 条の 2 において準用する

同法第 29 条第 1 項)の規定に基づく明渡しの請求を受けたときは、住宅を明け渡し

ていただくことになりますので、併せて通知します。 

記 

収入月額 合計所得金額 合計控除金額 認定年月日 

円 円 円 年  月  日 

 

 

入居期間 家賃月額 家賃適用期間 

年    月 円 年   月から 

年   月まで 

 

 合計所得金額の内訳 

続柄 所得金額を有する者の

氏名 

年間所得金額(円) 

本人     

      

      

      

      

      

 

 この認定に関し不服があるときは、この通知を受けた日から 1 月以内に、意見書

に必要な書類を添えて知事に提出してください。 

 注 用紙の大きさは、日本産業規格 A4 縦長とする。 



第２号様式(第４条関係) 

 

年  月  日  

 

  青森県知事    殿  

 

団地名            

住宅の番号     棟    号  

県営住宅所在地  

入居者氏名            

 

意見書  

 

年  月  日付け 第    号で高額所得者としての認定を受けましたが、

下記の理由により高額所得者としての認定を取り消してください。  

 

記  

 理由  

  

 

 

 

 

 

 注 1 理由を証明する書類等必要と認める書類を添付することができる。  

   2 用紙の大きさは、日本産業規格A4縦長とする。  



第３号様式(第４条関係) 

 

 

年  月  日  

  団地名  

  住宅の番号     棟    号  

  県営住宅所在地  

  入居者氏名          殿  

 

青森県知事          印  

 

高額所得者認定取消通知書  

 

下記のとおり高額所得者としての認定を取り消したので通知します。  

記  

  収入月額  合計所得金額  合計控除金額  

取消前  円  円  円  

取消後  円  円  円  

 

 

収入超過者としての認

定の有無  

家賃月額  家賃適用期間  

 円  年  月から  

年  月まで  

 

 取消後の合計所得金額の内訳  

続柄  所得金額を有する者の

氏名  

年間所得金額(円) 

本人      

      

      

      

      

      

 

 注 用紙の大きさは、日本産業規格A4縦長とする。  

 



第４号様式（第５条関係）  

 

県営住宅明渡誓約書  

 

 

１ 私は，次の県営住宅（以下「本件県営住宅」という。）について，いかなる理

由があろうとも，下記の期日までに明け渡すことを誓約します。  

（１）  県営住宅所在地 

（２）  団 地 名 

（３）  住 宅 の 番 号 

 

２ 私は，前項の誓約事項に違反したときは，直ちに明渡請求されても異議を申し

ません。  

 

 

記  

 

明 渡 期 日      年  月  日  

 

 

 

 

 

 

 

年  月  日  

 

 

青 森 県 知 事  殿  

 

 

 

                住  所  

 

                氏  名           

 

 



第５号様式（第６条関係) 

 

第     号 

  年  月  日 

 

住 所 

氏 名         殿 

 

地域県民局長 

 

県営住宅明渡勧告書 

 

 平成  年  月  日付けの高額所得者認定通知書で通知があったとおり，あ

なたは高額所得者として認定されています。 

 県営住宅は，住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃で供給するために整備

された住宅であることを理解していただき，早急に住宅の明渡しをされるよう勧告

します。 

 下記の明渡期日までに明渡しされない場合は，公営住宅法第２９条第１項に基づ

き明渡しの請求を行うこととなりますので御了知ください。 

 

 

記 

 

１ 明渡期日    年  月  日 

  



第６号様式（第８条関係） 

  年  月  日現在 

 

県営住宅明渡請求対象者名簿 

 

番  

号  
住所  氏名  明渡指導実施経過  

誓約書の  

提出の有無  
特 記 事 項  

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      



第 ７ 号 様 式 （ 第 ９ 条 関 係 ）  

 第       号  

 年   月   日  

 

住 所      

氏 名              殿  

 

青 森 市 長 島 一 丁 目 1 番 1 号  

           青 森 県 知 事        

 

明  渡  請  求  書  

 

公 営 住 宅 法 第 ２ ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ き ， 現 在 ， あ

な た が 住 ん で い る 県 営 住 宅 を ，下 記 期 限 ま で に 明 け 渡 す

よ う 請 求 し ま す 。  

 

１  明 渡 し を 請 求 す る 住 宅  

 

２  明 渡 期 限   

  年   月   日  



 

３  理  由  

 当 該 県 営 住 宅 に 引 き 続 き ５ 年 以 上 入 居 し ，最 近 ２ 年

間 引 き 続 き 公 営 住 宅 法 施 行 令 第 ９ 条 第 １ 項 に 規 定 す

る 金 額 （ 月 額      円 ） を 超 え る 高 額 の 収 入 が あ

る た め 。  

 な お ，明 渡 期 限 が 到 来 し て も 当 該 県 営 住 宅 を 明 け 渡

さ な い と き は ，青 森 県 県 営 住 宅 条 例 第 １ ９ 条 第 １ 項 の

規 定 に よ り ，近 傍 同 種 住 宅 の 家 賃 の ２ 倍 に 相 当 す る 額

を 徴 収 す る と と も に ，法 的 措 置 の 対 象 と な り ま す の で ，

申 し 添 え ま す 。



第８号様式（第１２条関係）  

 

第     号 

  年  月  日 

 

住 所 

氏 名         殿 

 

 

                                         青森県知事  

 

 

 

県営住宅明渡期限延長通知書  
 

 

 青森県県営住宅条例第１８条の規定に基づき，下記のとおり県営住宅の明

渡期限を延長したので通知します。  

  

記  

 

 

延長前の明渡期限        年    月   日  

 

延長後の明渡期限        年    月   日  

 

 

 

 



第９号様式（第１３条関係）  

 

第     号 

  年  月  日 

 

住 所 

氏 名         殿 

 

 

                                         青森県知事  

 

 

 

県営住宅明渡請求取消通知書  
 

 

     年   月   日付け   第    号により行った公営住宅法第２

９条第１項の規定に基づく明渡請求については，下記の理由により取り消し

たので通知します。  

  

記  

 

理由  

 



第１０号様式（第１４条関係）  

第     号 

  年  月  日 

 

住 所 

氏 名         殿 

 

 

                                         青森県知事  

 

 

 

県営住宅明渡訴訟予告通知書  
 

 

     年   月   日付け   第    号で公営住宅法第２９条第１項

の規定に基づく県営住宅の明渡請求を行っておりました。その明渡期限であ

る     年   月   日が経過しましたが，未だに県営住宅の明渡しがな

されていません。  

 ついては，速やかに県営住宅の明渡しを行うよう請求します。  

 なお，１か月以内に自主的な明渡しがない場合には，あなたに対し，県営

住宅の明渡しを求める訴訟を提起することになりますので，あらかじめ通知

します。  



第１１号様式（第１６条関係）  

 

高額所得者個人票  

 

団 地 名 

住宅の番号 

氏 名 

認 定 日 

 

年 月 日 指 導 記 録 等 担当 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 



 

 

 

 

 

 

 

７  県営住宅連帯保証人及び家賃債務保証業者事務取扱要綱 
  



青森県県営住宅連帯保証人及び家賃債務保証業者事務取扱要綱 

 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、県営住宅に係る連帯保証人及び家賃債務保証業者について必要な事

項を定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 条例 青森県県営住宅条例（昭和３６年１２月青森県条例第６９号）をいう。 

(2) 規則 青森県県営住宅規則（昭和３７年２月青森県規則第８号）をいう。 

(3) 連帯保証人 県営住宅の入居者と連帯して家賃その他の債務を負担する義務を負

う者をいう。 

(4) 家賃債務保証業者 県営住宅の入居者の委託を受けて当該入居者の債務を保証す

ることを業として行う者であって、第６条の規定による知事の承認を受けた者をいう。 

(5) 家賃債務保証契約 県営住宅の入居者が家賃に係る債務（以下「債務」という。）

の履行を怠った場合に、家賃債務保証業者が当該入居者に代位して当該債務を負担す

る旨を定める契約その他これに付随する契約をいう。 

(6) 家賃債務保証業務 家賃債務保証契約の締結及び履行に関する業務をいう。 

(連帯保証人等の設定等) 

第３条 県営住宅の入居の承認を受けた者は、連帯保証人を定めなければならない。 

２ 連帯保証人を定めることができない県営住宅の入居の承認を受けた者は、条例及び規

則で定める書類に、家賃債務保証業者と締結した家賃債務保証契約の契約書の写しを添

えて、知事に提出しなければならない。 

(家賃債務保証業者の要件) 

第４条 家賃債務保証業者として承認を受けることができる者は、次の各号のいずれかに

該当する者とする。 

(1) 家賃債務保証業者登録規程（平成２９年１０月２日国土交通省告示第８９８号）第

５条第１項に規定する家賃債務保証業者登録簿に記載されている業者 

(2) 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成１９年法律第

１１２号）第４０条に規定する住宅確保要配慮者居住支援法人として指定されている

者 

(家賃債務保証業者の協議) 

第５条 家賃債務保証業者の承認を受けようとする者は、家賃債務保証業務協議書（第１

号様式）に家賃債務保証業務に関する誓約書（第２号様式）その他必要な書類を添えて、

知事に提出しなければならない。 

 



(家賃債務保証業者の承認等) 

第６条 知事は、前条の規定による協議を受けた場合において、第４条に規定する要件を

満たすと認めるときは、家賃債務保証業者として承認するものとする。 

２ 知事は、前項の規定により家賃債務保証業者として承認することとしたときは、家賃

債務保証業者承認通知書（第３号様式）により通知し、及び家賃債務保証業者承認簿（以

下「承認簿」という。）に記載するものとする。 

３ 第１項の規定による承認を受けた者は、速やかに青森県と家賃債務保証業務に係る基

本協定を締結しなければならない。 

４ 第１項の規定による承認の有効期間は、承認簿に登録された日から第４条第１号に該

当する者にあっては当該登録の期間の満了日まで、同第２号に該当する者にあっては当

該指定の期間の満了日までとする。 

５ 知事は、家賃債務保証業者からの協議の申出に基づき、第１項の規定による承認の有

効期間を更新することができる。この場合において、家賃債務保証業者は、当該承認の

有効期間の更新に係る承認の有効期間が満了する日の３箇月前から１箇月前までの間に、

再度前条に規定する手続を行わなければならない。 

(家賃債務保証業者の承認の取消し) 

第７条 知事は、家賃債務保証業者が第４条に規定する要件を満たさなくなった場合は、

家賃債務保証業者の承認を取り消すことができる。 

２ 知事は、前項の規定により、家賃債務保証業者の承認を取り消す場合には、当該家賃

債務保証業者に対し、家賃債務保証業者承認取消通知書（第４号様式）により通知する

ものとする。 

(変更等の届出) 

第８条 家賃債務保証業者は、承認を受けた内容に変更があった場合は家賃債務保証業者

名称等変更届出書（第５号様式）により、家賃債務保証業務を廃止した場合は家賃債務

保証業務廃止届出書（第６号様式）により、それぞれ知事に届け出なければならない。 

(入居継続承認等における連帯保証人) 

第９条 県営住宅の入居継続承認を希望する者は、入居継続承認申請書を提出する際に、

再度第３条に規定する手続を行わなければならない。 

２ 県営住宅の特定住替えの公募に申込みを希望する者は、青森県県営住宅入居者選考要

綱で定める特定住替えの申込みをする際に、再度第３条に規定する手続を行わなければ

ならない。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

８  青森県県営住宅等における残置物の対応に係る取扱要領 

  



青森県県営住宅等における残置物の対応に係る取扱要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、青森県県営住宅及び青森県特定公共賃貸住宅（以下「県営住宅等」

という。）の入居者に不測の事態が生じたために、当該入居者の居住する住戸（物置

及び入居者が駐車場利用承認を受けている場合にあっては当該駐車場区画を含む。以

下同じ。）内に残置された家財等（以下「残置物」という。）の入居者による管理が不

可能となった場合における、残置物の確認、移動、保管等の事務処理について定め、

もって県営住宅等の適切かつ合理的な管理を図ることを目的とする。 

 

 （対象となる入居者） 

第２条 この要領により、県による残置物の確認、移動、保管、廃棄等の事務処理の対

象となる県営住宅等の入居者（以下単に「対象入居者」という。）は、次に掲げる事

項のいずれにも該当する者とする。 

一 同居親族がいないこと。 

二 連帯保証人がいないこと（家賃債務保証業者による家賃の支払に係る債務の保証

を受けていることにより連帯保証人がいない場合を含む。）。 

２ 前条に規定する不測の事態とは、入居者の死亡とする。 

 

 （同意書の提出） 

第３条 地域県民局長（以下「局長」という。）は、県営住宅等の入居の承認を受けた

者が対象入居者に該当することが見込まれる場合に、当該県営住宅等の入居の承認を

受けた者に対して入居説明会までに「住戸明渡し及び残置物の処分に関する同意書

（第１号様式）」（以下「同意書」という。）の提出を求めるものとする。 

２ 局長は、県営住宅等の入居者が提出する異動届又は入居継続承認申請書により、対

象入居者であることが確認できたときは、当該対象入居者に対して同意書の提出を求

めるものとする。 

３ 局長は、毎年度の収入認定の際、対象入居者に該当するにもかかわらず、同意書を

提出していない入居者の有無を確認するものとする。 

４ 前項の規定により同意書を提出していない入居者が確認できた場合、局長は、必要

に応じて当該入居者に係る世帯状況の確認を行い、同意書の提出を求めるものとする。 

 

 （退去手続） 

第４条 局長は、対象入居者の死亡を確認したときは、原則として、死亡（推定）日を

もって退去手続を行うものとする。 

 

 （法定相続人の調査） 



第５条 局長は、対象入居者の死亡を確認した場合は、緊急連絡先に速やかに連絡する

とともに、当該対象入居者の戸籍謄本及び附票、法定相続人の住民票等の調査により、

当該対象入居者の法定相続人を特定するものとする。 

 

 （立入調査） 

第６条 局長は、対象入居者の死亡を確認した日から１か月以内に、次に掲げる事項に

留意の上、公営住宅法（昭和 26 年法律第 193 号）第 15 条の規定に基づく管理のた

め、当該県営住宅等の立入調査を実施するものとする。 

 一 立入調査は、局長の指名する地域県民局地域整備部職員２名以上、指定管理者の

職員１名以上で行うこと。 

 二 残置物と室内の状況を確認し、「住戸内状況調査票（第２号様式）」及び「残置物

目録（第３号様式）」を作成すること。 

三 残置物と室内の状況を写真により記録することとし、居室のほか占用部分の全て

において死角が生じないように撮影すること。 

四 立入調査終了後、室内を施錠した上で、玄関の鍵を取り換え、鍵を交換した旨の

通知（第４号様式）を玄関扉に貼り付けること。この場合において、その状況を写

真により記録すること。 

 

 （法定相続人がいる場合の手続） 

第７条 局長は、第５条により特定した法定相続人に対して、住戸内の残置物の引取り

に係る通知（第５号様式）（第３項において「引取依頼書」という。）を速やかに送付

し、残置物の引取りを依頼するものとする。 

２ 局長は、相続放棄申述受理通知書の写し又は相続放棄申述証明書の写し（次項にお

いて「受理通知書の写し等」という。）により、死亡した対象入居者の法定相続人の

全員が相続放棄した事実を確認した場合には、相続放棄をした全ての者から「残置物

処分依頼書（第６号様式）」を提出させるものとする。 

３ 局長は、第１項の規定により依頼した法定相続人が、正当な理由なく引取依頼書に

記載した引取期限までに残置物を引き取らず、かつ法定相続人から受理通知書の写し

等及び残置物処分依頼書の提出をしない場合には、当該法定相続人に「住戸内におけ

る残置物の引取りについて（催告）（第７号様式）」を送付するものとする。 

４ 局長は、前項の書面に記載した残置物の引取期限の経過後、なお法定相続人からの

連絡や残置物の引取りがない場合、残置物の移動、保管等（以下「残置物の処分」と

いう。）を実施するものとする。 

５ 局長は、残置物の処分を行った場合、法定相続人に対して残置物の処分に要した費

用のほか、被相続人の滞納家賃等県の保有する賃貸借契約に係る一切の債権を請求す

るため「住戸内における残置物の処分報告及び退去費用の請求について（第８号様式）」

を送付するものとする。 



６ 本条の規定により、法定相続人に対して書類を送付する場合は、全て配達証明郵便

により行い、送付記録を保管するものとする。併せて、書類の写しを特定記録郵便に

より送付するものとする。 

 

 （法定相続人がいない場合の残置物の処分） 

第８条 局長は、第５条の規定による調査の結果、死亡した対象入居者の法定相続人が

存在しないときは、残置物の処分を実施するものとする。 

 

 （残置物の処分） 

第９条 局長は、残置物の処分を実施する前に、第６条の規定により実施した立入調査

時点から残置物に変化がないことを確認するため、再度立入調査を行うものとする。

この場合において、第６条第１号及び第２号に掲げる事項に留意するものとする。 

２ 局長は、残置物を次の各号に掲げるものに分類し、それぞれ当該各号に定める措置

をとるものとする。 

一 現金、預金通帳、貴金属その他の換価性のあるもの 地域整備部内又は適切な場

所に移動させ、又は保管すること。 

二 一身専属的なものその他の保管すべきもの 地域整備部内又は適切な場所に移

動させ、又は保管すること。 

三 生活ゴミその他の廃棄すべきもの 廃棄すること。 

３ 局長は、前項第一号に分類した残置物について、換価することにより残置物の処分

費用等の債権に充当することが可能であると見込まれるときは、家庭裁判所に対して

相続財産の管理人の選任を申し立て、財産の管理を当該相続財産の管理人に移管する

とともに、県が保有する県営住宅等の賃貸借契約に係る一切の債権の存在を届け出る

ものとする。 

 

 （残置物に関する書類の保管期間） 

第 10条 残置物に関する書類の保管期間は５年とする。 

 

 （その他） 

第 11 条 この要領に定めのない事項の処理に当たっては、局長は県土整備部長に協議

するものとする。 

 

  附 則 

 この要領は、令和４年９月 16日から施行する。  



第１号様式（第３条関係） 

 

住戸明渡し及び残置物の処分に係る同意書 

 

                            年  月  日 

 〇〇地域県民局長 殿 

 

                      住 所 

                      氏 名 

 

私が、下記２の場合には、県に下記１の住戸を明け渡すこととし、住戸内の残置物に

ついては、下記３のとおり取り扱うことを希望します。 

 

記 

 

１ 入居する県営住宅等の名称 

 

  県営住宅（特定公共賃貸住宅）       団地    棟    号室 

 

２ 入居する県営住宅等を明け渡す場合 

  不測の事態が生じたため、住戸内の管理ができなくなったとき 

 

３ ２の場合における住戸内の残置物についての取扱い 

  全て私の法定相続人に処分させるものとする。ただし、私の法定相続人が不存在又

は行方不明である場合には、県において残置物を全て処分して差し支えない。 

  



第２号様式（第６条関係） 

住 戸 内 状 況 調 査 票 

年  月  日 

入居名義人 
 

団地名 
 住棟番号  

住戸番号  

調査年月日      年   月   日      時～     時 

調査職員 
地域整備部 

職・氏名 （欄が不足する場合は適宜追加すること。） 

職・氏名 （欄が不足する場合は適宜追加すること。） 

指定管理者 職・氏名 （欄が不足する場合は適宜追加すること。） 

 

 

概 

 

況 

 

 

 

残 

さ 

れ 

て 

い 

る 

主 

な 

家 

財 

等 

 

そ 

の 

他 

特 

記 

事 

項 

 

（※立入調査時に撮影した残置物と室内の状況を添付すること。） 

 



第３号様式（第６条関係） 

残 置 物 目 録 

年  月  日 

入居名義人 
 

団地名 
 住棟番号  

住戸番号  

調査年月日      年   月   日      時～     時 

処分年月日 年   月   日 

残置物名 数量 有価値 特 記 事 項 

位牌・遺骨    

現金・預貯金 

貴金属・宝石 

腕時計 

（       ） 

 〇 

〇 

 

たんす 

寝具・ベッド 

ソファー・椅子 

食器棚 

食卓・机 

洗濯機 

衣類乾燥機 

冷蔵庫 

テレビ 

エアコン 

（       ） 

（       ） 

（       ） 

（       ） 

（       ） 

   

備考等  

記録者職氏名 

  地域整備部    課：職・氏名 

  地域整備部    課：職・氏名 

指定管理者       ：職・氏名 

（※ 欄や項目が足りない場合は適宜追加すること。） 

 

 



第４号様式（第６条関係） 

 

お 知 ら せ 
  

 

 この住戸は、管理の都合により

鍵の交換を行った上で閉鎖してい

ます。 

 お問い合わせは、下記までお願

いします。 

    年  月  日 

 〇〇地域県民局地域整備部 

  〇〇〇〇課 担当：〇〇 

 電話番号：  



第５号様式（第７条関係） 

第     号 

年  月  日 

 （相続人） 様 

 

                        青森県〇〇地域県民局長 

 

住戸内の残置物の引取について（依頼） 

 

 下記１の県営住宅等の住戸に単身で入居されておりました（入居者）様が、    

年  月  日付けでお亡くなりになりました。 

 つきましては、下記２の期限までに住戸内に残置されている家財等についての引

取りを（入居者）様の相続人である（相続人）様にお願いいたします。 

 住戸内の残置物の引取りができない特別な理由がある場合には、御相談に応じま

すので、下記２の期日までに下記３の連絡先へお早めに御一報ください。 

 また、相続を放棄している場合は、同封しました「残置物処分依頼書」及び「残

置物処分依頼書」に、添付資料として記載された書類を下記２の期日までに下記３

の連絡先に提出してください。 

 なお、（相続人）様の他の法定相続人の方にも同様の文書をお送りしております

ので、御承知おきください。 

 

記 

 

１ （入居者）様が入居していた県営住宅等 

   住  所： 

   住戸番号：    団地    棟    号室 

 

２ 残置物の引取期限 

      年  月  日 

 

３ 連絡先 

  青森県〇〇地域県民局地域整備部〇〇〇〇課 担当：〇〇 

  住  所： 

電話番号： 

 

注 「２ 残置物の引取期限」は、原則として当該引取依頼書を送付する日の翌日

からして 15日目とする。  



第６号様式（第７条関係） 

年  月  日 

残 置 物 処 分 依 頼 書 

 

 〇〇地域県民局長 殿 

 

                  住  所 

                  氏  名 

                     （入居者との続柄：        ） 

                  電話番号 

 

 私は、  団地  棟  号室に入居していた故     の相続については、添

付した資料のとおりその相続を放棄しています。 

 私のほかに故     の相続人がいないときは、住戸内の全ての残置物を青森県

において処分してくださるよう依頼します。 

 

（添付資料） 

 相続放棄申述受理通知書の写し又は相続放棄申述証明書の写し 

 

  



第７号様式（第７条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 （相続人） 様 

 

                        青森県〇〇地域県民局長 

 

住戸内の残置物の引取りについて（催告） 

 

 下記１の住戸内における残置物の引取りについて、  年  月  日付け     

号であなたに対して依頼をしているところですが、未だ残置物の引取りが確認でき

ておりません。 

 つきましては、下記２の引取最終期限までに残置物の引取りを行っていただきま

すよう、改めて依頼します。 

御対応いただけない場合は、県営住宅等の適正な管理のため、県営住宅の設置主

体として直ちに住戸内における残置物の移動、保管等の処分を行います。当該処分

にかかる費用及び（、）退去にかかる修繕費（及び滞納家賃等）などの精算費用は、

法定相続人である（相続人）様に請求いたします。 

なお、（相続人）様のほか、他の法定相続人の方にも同様の文書をお送りしてお

りますので、御承知おきください。 

 

記 

 

１ （入居者）様が入居していた県営住宅等 

   住  所： 

   住戸番号：    団地    棟    号室 

 

２ 残置物の引取最終期限 

      年  月  日 

 

３ 連絡先 

  青森県〇〇地域県民局地域整備部〇〇〇〇課 担当：〇〇 

  住  所： 

電話番号： 

  



第８号様式（第７条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 （相続人） 様 

 

                        青森県〇〇地域県民局長 

 

住戸内における残置物の処分報告及び退去費用の請求について 

 

 あなたが法定相続人である下記１の住戸内における残置物の引取りについては、  

年  月  日付け   号で通知した引取最終期限までに御対応いただけなか

ったため、県営住宅等の設置主体として、住戸内における残置物の移動、保管等の

処分を  年  月  日に行いました。 

 併せて、今回の残置物の処分費用のほかあなたに請求する金額は下記２のとおり

となっておりますので、別添納入通知書により期日までに納付してください。 

なお、（相続人）様のほか、他の法定相続人の方にも同様の文書をお送りしてお

りますので、御承知おきください。 

 

記 

 

１ （入居者）様が入居していた県営住宅等 

   住  所： 

   住戸番号：    団地    棟    号室 

 

２ 請求額の内訳 

費目 金 額 

残置物の処分費（損害賠償金）  円 

退去住戸内の原状回復に要する修繕費 

（損害賠償金） 
円 

滞納家賃額 円 

滞納駐車場使用料 円 

敷金の充当 △       円 

合 計 円 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

９  青森県県営住宅等迷惑行為措置要綱 
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青森県県営住宅等迷惑行為措置要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、県営住宅（青森県県営住宅条例（昭和 36 年青森県条例第 69 号。

以下「県営住宅条例」という。）第２条第１号に規定する県営住宅をいう。）、特公賃

住宅（青森県特定公共賃貸住宅条例（平成９年青森県条例第６号。以下「特公賃条例」

という。）第２条第１号に規定する特定公共賃貸住宅をいう。）及びこれらの共同施設

（県営住宅条例第２条第２号及び特公賃条例第２条第２号に規定する共同施設をい

う。）並びにこれらの敷地（以下「県営住宅等」という。）において、他人に迷惑をか

ける行為が発生した場合における対応に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （迷惑行為の定義） 

第２条 県営住宅条例第 16 条の２及び特公賃条例第第 18 条の２の他人に迷惑をかけ

る行為（以下「迷惑行為」という。）は、県営住宅等における次に掲げるものとする。 

 一 周辺の生活環境を害する行為として次に掲げるもの。 

  イ 動物を飼育すること。 

  ロ テレビ、ラジオ等の視聴、楽器等の演奏、大声を発する行為、運動等により、

連続的又は断続的に騒音又は振動を発生させること。 

  ハ ごみ等の放置、放尿等により、悪臭を発生させ、又は害虫、獣類を発生させる

こと。 

  ニ 私物等を設置又は放置することにより入居者、歩行者等の通行を妨げること。 

 二 他の入居者に対して著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

三 前二号のほか、他の入居者に対し、不快若しくは嫌悪の情を催させ、又は不安を

覚えさせる行為として知事が認めたもの。 

 

（事実調査及び証拠収集） 

第３条 地域県民局長（以下「局長」という。）は、迷惑行為が発生した旨の申立てが

あった場合、申立人、原因者、近隣の入居者及び自治会役員等（以下「調査対象者」

という。）に対して調査を行うものとする。 

２ 前項の調査においては、迷惑行為の有無を基礎付ける資料となることから、可能な

限り、メモ、写真、音声データ、映像データ等による記録等の証拠を収集するものと

する。 

３ 局長は、前項で収集した資料に基づき、県営住宅等迷惑行為整理票（第１号様式）

を作成するものとする。 

４ 県営住宅及び特公賃住宅の指定管理者（以下「指定管理者」という。）は、前三項

の局長の事務を補助するものとする。  
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（協力依頼） 

第４条 局長は、前条第１項の調査を行うに当たって、調査対象者に協力を要請するも

のとする。 

２ 局長は、迷惑行為の解消のため必要と認められる場合に記録、証拠等を警察等の関

係機関に提出する旨の同意を、調査対象者から得るものとする。この場合において、

同意は任意の書面によるものとする。 

３ 局長は、調査対象者のうち申立人に係る前項の同意が得られなかった場合において

は、申立人以外の調査対象者に対する調査、原因者に対する是正指導等を行わないも

のとし、その旨を申立人に説明するものとする。 

４ 指定管理者は、前三項の局長の事務を補助するものとする。 

 

（是正指導） 

第５条 第３条の事実調査等により、第２条各号に掲げる行為が発生したと認められる

場合、局長は、原因者に対し、迷惑行為を止めるよう各種注意文書の発送、電話、臨

戸訪問、呼出し等による指導を速やかに行うこととする。 

２ 局長は、前項の指導において必要と認められる場合には警察等関係機関と連携を図

ることとし、調停等の各種紛争解決の制度を利用することが適切と認められる場合に

は原因者、申立人又は近隣入居者の紛争当事者に対して当該制度の利用を勧めるもの

とする。 

３ 第１項の指導によって当該迷惑行為が解消されない場合、局長は、原因者に対して

是正指示書（第２号様式）を配達証明付郵便により送付するものとする。 

４ 局長は、前項の規定による是正指示書の送付後、改めて原因者を呼び出した上で迷

惑行為解消の指導を行うこととし、再度迷惑行為を行わないことを誓約する書面（第

３号様式。以下「誓約書」という。）を提出させるものとする。 

５ 局長は、原因者が誓約書の提出を拒否した場合又は提出した後も迷惑行為が継続さ

れる場合、当該原因者を県営住宅等の次条の法的措置の対象とすることが相当である

者（以下「法的措置対象者」という。）の候補者として、迷惑行為整理票、是正指示

書、是正指示書に対する誓約書その他知事が必要と認める書類を添付の上、知事に報

告するものとする。 

６ 知事は、前項の報告があったときは、局長と協議の上、法的措置対象者を選定する

ものとする。 

 

（法的措置） 

第６条 法的措置とは、次に掲げるものをいう。 

 一 公営住宅法第 32 条第１項第５号及び特公賃条例第２０条第１項第５号の規定に

基づく明渡請求（以下「明渡請求」という。） 
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二 民事訴訟の提起 

三 前号の規定により得られた債務名義に基づく強制執行 

 

（明渡請求） 

第７条 知事は、法的措置対象者に対し、明渡請求書（第４号様式）を配達証明付内容

証明郵便により送付するものとする。 

２ 知事は、前項の請求をしたときは、法的措対象者の居住する県営住宅を管理する局

長にその旨通知するものとする。 

 

（訴訟提起） 

第８条 知事は、第７条第１項の規定により明渡請求を行った者で明渡しに応じない者

に対して、速やかに訴訟提起を行うものとする。 

 

（強制執行） 

第９条 知事は、前条の規定による訴訟提起を行った者について認容判決が確定したも

のは、速やかに強制執行の申立てを行うものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は令和５年３月２日から施行する。 

２ この要綱の施行の際既に発生していた迷惑行為に関し、原因者に対して行っていた

各種注意文書の発送、電話、臨戸訪問、呼出し等による指導については、第５条の指

導とみなす。 
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（第１号様式、第３条関係） 

県営住宅等迷惑行為整理票 

 

整理番号 

 

受付日時    

  年  月  日（ ）午前・午後  時  分 

  受付：  面談 ・ 電話  ・その他（       ） 

 

 

申立人 

住所 

 

氏名 

 

電話番号 

 

 

原因者 

（あれば記入） 

住所 

 

氏名 

 

電話番号 

（内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（対応方針・処理状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）なお、欄が足りない場合には、適宜追加して下さい。  
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（第２号様式、第５条関係） 

  第   号  

  年  月  日  

 

             様 

 

                          〇〇地域県民局長 

 

 

是 正 指 示 書 

 

あなたは、当職が再三指導したにもかかわらず、青森県県営住宅条例第１６条の２

（青森県特定公共賃貸住宅条例第１８条の２）の迷惑行為に該当する【 日時と具体

的行為の列挙 】を繰り返し行ったことが確認されました。 

当該迷惑行為は、著しく共同生活の維持を阻害することとなり、県営住宅（特定公

共賃貸住宅）の管理上あなたの当該迷惑行為をこれ以上放置することはできません。 

つきましては、あなたが当該迷惑行為をやめるよう指示するとともに、今後迷惑行

為をやめて、共同生活を阻害することのないよう誓約していただくため、    年   

月  日までに〇〇地域県民局地域整備部〇〇〇〇課にこの用紙を持参し、誓約書を

提出するよう求めます。 

なお、事前の連絡なく同日までに来課しない場合は、この是正指示書の内容を拒否

したものとして、住宅の明渡しに向けた手続を進めることとなりますので、念のため

申し添えます。  
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（第３号様式、第５条関係） 

 

  年  月  日   

 

〇〇地域県民局長  様 

 

                    住所 

                    氏名 

 

 

迷 惑 行 為 解 消 誓 約 書 

 

 

私は、先般、貴殿から、迷惑行為をやめるよう「是正指示書」を受領しました。 

私の行った（本人自書「是正指示書」に記載されている迷惑行為）が、青森県県営

住宅条例第１６条の２（青森県特定公共賃貸住宅条例第１８条の２）の規定に抵触

し、著しく共同生活を阻害したことについて認めます。 

今後は、当該迷惑行為を含めて共同生活の維持を阻害する行為は一切行わないこと

をここに誓約するとともに、以上のことを守れず、今後、今回と同様の事態が生じた

ときには、当該住宅を返還することをここに誓約いたします。 
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（第４号様式、第７条関係） 

第   号 

  年  月  日 

住所 

氏名           様 

                          

青森市長島一丁目１番１号 

                      青森県知事      

                      （ 建 築 住 宅 課 ） 

 

明 渡 請 求 書 

 

あなたは、青森県に    年  月  日に迷惑行為解消誓約書を提出したにもか

かわらず、迷惑行為である【 行為 】を繰り返しています。 

このような行為は、青森県県営住宅条例第１６条の２（青森県特定公共賃貸住宅条例

第１８条の２）の規定に抵触し、著しく共同生活の維持を阻害しているものと認められ

ます。 

青森県は、県営住宅等の管理上あなたのこのような行為をこれ以上放置することはで

きません。 

よって、公営住宅法第３２条第１項第５号（青森県特定公共賃貸住宅条例第２０条第

１項第５号）の規定により、県営住宅（特定公共賃貸住宅）の入居承認を取り消し、明

渡しを請求するので、※   年 月 日までにおいて適正に退去手続を行った上、退

去してください。 

なお、期日までに退去されない場合は、明渡請求等の訴訟を提起するとともに、 

年  月   日から当該県営住宅（特定公共賃貸住宅）の明渡しを行う日までの期

間について、毎月、近傍同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する金額（    円

（〇年〇月現在））（家賃の額の２倍に相当する金額（    円））を徴収するので、

念のため申し添えます。 

 

県土整備部建築住宅課 

住宅政策グループ 

ＴＥＬ   －   －    

 

（※退去期限は、原則として明渡請求書を送付する日の翌日から 1月経過した日が属す

る月の末日とする。） 


